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【目的】がん診療連携拠点病院が1施設で、がん診療の均てん化が進まないA・B地域のがん看護に関連す
る診療報酬加算を含めたがん看護の実態を明らかにする。
【方法】Ａ・B地域10市町にある100床以上の一般病院14施設の看護管理者を対象に質問紙調査を依頼し
た。調査内容は、がん看護に関する12の診療報酬加算項目の有無、専門・認定看護師の在籍状況と必要性、
がん看護の満足感と困難感である。集計したデータは単純集計をし、記述については内容分析を行った。
【結果】回収数（率）は、11施設（78.6％）であった。がん看護に関連する診療報酬加算項目は、緩和ケア
診療などの7項目で加算が取れている施設はなかった。また、専門看護師がいる施設はなく、がん看護に関
わる認定看護師がいる施設は3施設（27.3％）で、計7名であった。がん看護に関する院内研修を実施してい
たのは4施設（36.4％）で、認定看護師養成の支援が十分にされている、と回答したのは4施設（36.4%）で
あった。支援が十分でない理由は、希望があまりない、研修中の人的余裕がない、支援制度がない、などで
あった。さらに、がん看護に対する満足感は、まあまあ満足が2施設（18.2％）で、満足でない理由は、十
分な知識がない、スタッフのケアに対する考えの違い、などがあった。がん看護に対する困難感は、とても
困難、まあまあ困難、どちらでもない、との回答を合わせて10施設（90.9%）であった。
【考察】Ａ・B地域の施設は、がん看護に関する診療報酬加算を取れず、看護師はがん看護に困難感を持っ
ていた。看護管理者は、専門看護師や認定看護師の必要性を感じているが、支援制度や研修の希望は十分で
なく、患者や看護師はがん看護の専門的支援を受けられない状況であった。これらのことから、地域の資源
を共有し、がん看護の知識を得る環境や専門家への相談体制、教育研究機関との連携を整えることが重要で
あり、地域内で協働することによりがん看護の質の向上につながると考えられた。
【結論】がん看護に関する診療報酬加算が取れていない施設では、がん看護に関するスペシャリストがおら
ず、がん看護に対する困難感を抱いている。困難感を減らすための支援の重要性が示唆された。

1．はじめに
　わが国では、昭和56年より日本人の死亡原因第1位が
がんであることに対し、平成18年がん対策基本法が成立

し、がん対策推進基本計画によりがん医療の向上に力を
入れている。千葉県では、地域がん診療連携拠点病院、
がん診療連携拠点病院、高度先進医療機関の14施設が質
の高いがん医療を目指して県内各地域のがん医療を支え
ている。しかし、千葉県のA地域・千葉県に隣接する茨
城県のB地域周辺のがん診療連携拠点病院は1施設であ
り、一般病院と連携した医療の提供が重要となり、患者
にとっては病院が変わっても看護の質は維持されなけれ
ばならない。良質な看護サービスを提供できるシステム
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は、看護職自身に内的・外的報酬が還元されるシステム
であると言われている１）。そのため、平成18年の診療
報酬改正で看護必要度が導入され、平成26年の改正では
がん看護においては専門看護師・認定看護師の配置によ
りがん患者指導管理料として加算されることとなった。
このように看護の必要性が認識され、診療報酬という形
で看護の質の評価にもつながっていると予測される。し
かし、がん看護においては、例えば化学療法センターな
どの設備の有無や、施設の専門看護師・認定看護師在籍
の有無などによって診療報酬加算は大きく異なるが、加
算が少ないことで看護の質が低いとは言い切れない。そ
こで、がん看護における診療報酬とがん看護の実態を明
らかにし、看護の質の評価を合わせて行っていく必要が
ある。
　また、千葉県内二次保健医療圏内別がん罹患率におい
て、ほとんどのがん種でA地域が最も高く、死亡状況に
おいては全国・千葉県に比べるとA地域ははるかに高い
結果となっている2）（2008.千葉県）。茨城県では、B地
域が全国・茨城県に比べると死亡状況が高い3）（2009.
茨城県）。地方都市においては高齢化も進み、がんによ
る死亡率の高さは深刻な問題である。がん患者ががんと
ともに生きていくためには、地域住民が頼れる病院、質
の高い看護が受けられる病院が近くにある必要性があ
る。そのために、まずは一般病院のがん看護に関する
実態を把握する必要がある。そして、看護として取り組
むべき課題を明確にすることで、地方都市のがん看護の
質を向上させるための看護の示唆が得られるものと考え
る。

2．研究目的
　がん診療連携拠点病院が 1 施設で、がん診療の均て
ん化が進まないＡ・B 地域のがん看護に関連する診療報
酬加算と看護の実態を明らかにする。

3．研究方法
3．1 研究デザイン
　実態調査による記述的研究である。

3．2 対象者
　地域周辺の 100 床以上の一般病院 15 施設の看護管理
者（看護部長または副看護部長または看護師長）であった。

3．3 データ収集期間
　平成 29年 1月～ 2月であった。

3．4 データ収集方法
　各施設の看護部長に研究の依頼をし、研究対象となる
看護管理者に文書と口頭で研究の説明を行った。質問紙

を渡し、約 1ヶ月以内を目処に返送してもらった。返
送をもって研究への同意とみなした。

3．5 調査内容
　調査内容は、がん看護に関する 12 の診療報酬加算項
目の有無、専門看護師・認定看護師の在籍状況と必要性、
専門看護師・認定看護師養成支援状況、がん治療・がん
看護に関連する施設設備と治療状況、院内におけるがん
看護に関する研修会の実施状況、がん看護に対する看護
管理者の満足感と困難感である。

3．6 データ分析方法
　記述内容について、単純集計および内容分析を行った。

3．7 倫理的配慮
　厚生労働省の人を対象とする医学系研究に関する倫理
指針を遵守した。千葉科学大学の倫理委員会の承認を得
た（承認番号 No.28-14）。研究への参加は任意であるこ
と、参加しないことによって不利益な対応を受けること
はないこと、アンケート用紙を提出後でも不利益を受け
ることなく同意を撤回できること、個人情報の取り扱い
には十分配慮すること、回収したアンケート用紙は研究
終了後にシュレッダー処理をして廃棄することを文書と
口頭で提示した。

4．結果
4．1 アンケート回収結果
　アンケート用紙を配布した14施設のうち、11施設から
解答が得られた（回収率78.6％）。

4．2 診療報酬加算状況（表 1）
　がん看護に関連する診療報酬加算項目のがん性疼痛
緩和指導管理など12項目について、加算の有無を調査
した。緩和ケア診療などの6項目については、どの施設
でも加算が取れていなかった。最も加算が取れていた
のは、がん性疼痛緩和で5施設（45.5%）であった。

4．3 専門看護師と認定看護師の在籍状況
　専門看護師がいる施設はなかった。がん看護に関する
領域の認定看護師については、3名在籍が2施設（施設
A：がん化学療法1、乳がん看護1、がん性疼痛1／施設
B：がん化学療法1、乳がん看護1、緩和ケア1）、1名在
籍が1施設（がん性疼痛）であった。がん看護に関する
領域の認定看護師の在籍率は、全体で27.3％であった。

4．4 専門看護師・認定看護師の必要性（表 2）
　専門看護師・認定看護師の必要性の有無については、
「とても必要である」とした施設は7施設（63.6%）、

（63.6%）であり、半数以上の施設が十分な支援ができ
ない状況にあった。支援がない理由として、「制度がな
い」、「資金的支援が難しい」、「休暇・人的余裕にも
難しい」などの意見があった。

4．5 がん治療・がん看護に関連する施設設備と治療状
況（表 4）
　がん治療・がん看護に関連する13項目の施設設備・体
制のうち、半数以上の施設設備・体制が整っている項目
は4項目であった。がん検診は行っているものの、がん
治療や検査に必要な設備が整っていない施設があった。
　治療状況としては、手術療法、入院・通院による化学
療法、がん性疼痛緩和は半数以上の施設が行っていた
が、放射線療法はがん診療連携拠点病院のみで、他の3

施設（9.1%）、未記入 1施設であった。「まあまあ満足して
いる」と回答した 2 施設は、認定看護師が在籍し、院内
研修会も行っていた。一方で認定看護師がおらず、院内
研修会も行っていない施設は、「どちらでもない」、「あまり
満足していない」、「全く満足していない」との回答であった。
満足していない理由として、「業務に追われてゆっくり患者・
家族との時間が確保できない」、「医師と患者の治療の方向
性に食い違いが生じることがある」、「知識が不十分である」
などの意見があった。
　がん看護に対する困難感については、「とても困難に感
じる」3 施設（27.3％）、「まあまあ困難に感じる」5 施設
（45.5%）、「どちらでもない」2 施設（18.2%）、未記入 1
施設であった。困難に感じる理由として、「専門看護師・
認定看護師がいないこと」、「専門看護師・認定看護師の
数が少なく看護師長業務などが忙しいこと」、「医師を含め
て専門的な知識を持っている人が少ないこと」、「1 人の患
者に関わる時間が短いこと」などがあった。

5．考察
5．1 診療報酬加算とがん看護
　がん看護に関連する診療報酬加算（以下、加算とい
う）項目12のうち、半数以上の項目の加算が取れてい
る施設はなく、緩和ケア診療など6項目においては、ど
の施設でも加算が取れていなかった。この背景には、2

つの要因が考えられる。
　1つ目は、がん治療・がん看護に関連する施設設備と
治療である。がん治療を行うにあたっての十分な設備が
整っていない施設が多く、設備がないために治療ができ
ずに加算が取れない状況であると言える。化学療法に着
目すると、外来化学療法加算1・2が取れている施設に対
して、化学療法センターがあるのは3施設、外来におけ
る化学療法を行っているのは6施設である。このことか
ら、化学療法センターという設備があるからこそ取れる
加算と、施設がないために治療・看護として行っていて
も加算が取れない状況にあることが予測できる。がん性
疼痛緩和においても同じように、治療として7つの施設
で行われているものの、加算が取れているのは5つの施
設であった。がん看護に関する加算による看護の質の評
価の実際は、その施設の設備や治療状況により大きく影
響されていると考えられた。設備がなく、また加算がと
れなくても看護は提供されている。よって、診療報酬加
算が取れているから看護の質は高いと一概に評価はでき
ないと考える。
　加算が取れない2つ目の要因は、専門看護師がどの施
設にもおらず、認定看護師も少ないことである。専門看
護師や認定看護師により行われることが加算につなが
る項目が多く、専門看護師や認定看護師がいないために
加算が取れない状況であることが明らかになった。しか

「まあまあ必要である」とした施設は3施設（27.3%）
であり、9割以上の施設が必要性を感じていた。その理
由として、「専門分野での知識や技術を習得した人材が
患者ケアや看護師の教育を担うことで質の高い看護の提
供ができる」、「超高齢化で疾患の複雑さや社会的問題
を抱えている入院患者が多くなってきている」、「がん
患者に優先的・専門的に関わってもらえる」などの意見
があった。

4．5 専門看護師・認定看護師養成支援状況（表 3）
　専門看護師・認定看護師養成のための病院支援状況
については、「とても支援がある」とした施設は4施設
（36.4%）であったが、「どちらでもない」「あまり支
援がない」「まったく支援がない」とした施設は7施設

項目はどの施設でも治療を行っていなかった。
　施設設備・体制が整っていない理由としては、「専門医が
いない」であった。治療をしていない理由としては、「設備が
ない」、「専門医がない」であった。

4．6 院内におけるがん看護に関する研修会の実施状況
　院内でがん看護に関する研修会を行っているのは4施
設（36.4％）であり、そのうち認定看護師がいるのは3
施設であった。研修会を行っていない施設のうち、1施
設は院外の研修会への参加の義務付けと費用支給を行っ

ていた。他、「参加促進と支給あり」が1施設、「参加
促進はするが支給はない」が3施設、「特に何もしてい
ない」が2施設であった。

4．7 がん看護に対する看護管理者の満足感と困難感
（表 5）
　がん看護に対する満足感については、「とても満足して
いる」施設はなかった。「まあまあ満足している」2 施設
（18.2％）、「どちらでもない」2 施設（18.2％）、「あまり満
足していない」5 施設（45.5％）、「全く満足していない」1

し、ほとんどの施設でがん患者が治療を受けており、看
護師はがん患者に対する看護を求められる状況にある。
特に、専門看護師や認定看護師がいない施設におけるが
ん看護の質を高めるための取り組みを考えていくことは
急務であると考える。

5．2 がん看護に対する施設の思いと現状
　A・B地域の各施設の看護管理者の多くは専門看護
師・認定看護師の必要性を感じていた。日本看護協会
は、専門看護師の目的は、「複雑で解決困難な看護問題
を持つ個人、家族および集団に対して、水準の高い看護
ケアを効率よく提供するための、特定の看護分野の知識
及び技術を深め、保健医療福祉の発展に貢献し併せて看
護学の向上を図る。」としている4）。認定看護師の役割
においては、「特定の看護分野において、熟練した看護
技術と知識を用いて、水準の高い看護実践ができ、看護
現場における看護ケアの広がりと質の向上を図る。」と
している5）。看護管理者が専門看護師や認定看護師を必
要であると考えている理由は、この役割にあると言え
る。がん専門病院やがん患者が多い病院でない限り、看
護師は様々な疾患の看護を行っているであろう。経験が
長くても、専門的な研修を受けた看護師と受けていない
看護師では知識や技術、考え方などに大きな差があると
考えられる。認定看護師などの資格をもつ看護師が１人
いることで、他の看護師へのがん看護の知識の提供やア
ドバイスを行うことができ、それはがん看護の質向上に
つながり得る。がん看護における困難感を感じている施
設は、理由の１つに知識がないことを挙げていることか
らも、知識が得られるような環境要因として専門看護師
や認定看護師が必要である。しかし、専門看護師・認定
看護師の養成のための支援として十分な支援が行えない
施設が多いのが現状である。専門看護師・認定看護師に
なる希望者がいない施設もあったが、たとえ希望者がい
ても行きたくても行けない状況にあるのがほとんどの施
設の現状であった。専門性のある看護師が必要だという
思いだけでは解決できない資金的な問題、人的問題など
の現状が明らかになったことで、専門看護師や認定看護
師がいない中におけるがん看護の知識を高めるための取
り組みを考えていくことが重要であると考えられる。
　また、院内にてがん看護に関する研修会を行っている
施設は、認定看護師がいる3施設と、認定看護師がいな
い1施設のみであった。このことから、認定看護師がい
ることでがん看護の知識を広める機会が作られていると
予測できる。つまり、認定看護師などがいない施設の場
合、院外の研修会に自ら進んで参加しなければ知識を得
られる場はなく、一人ひとりの看護師のがん看護に対す
る意識に任されている状況であると言える。現在、多く
の病院で院内独自の教育やクリ二カルラダーを用いた看

護師教育が行われている。しかし、インターネット検索
で確認できる大規模病院のクリニカルラダーを確認して
みても、がん看護に関する項目を行う病院は少ない印象
がある。よって、院内教育にがん看護を取り入れること
や、研修会の情報を容易に得られる環境や、身近ですぐ
に参加できるような研修会の開催などを通して、満足感
を感じている施設が挙げている理由にあるように、看護
師のモチベーションを上げていくことが重要であると考
える。

5．3 がん看護に対する満足感と困難感
　直成ら6）は、がん看護に関わる看護師の困難感に関す
る研究において、困難感の関連要因が高いものに【患
者・家族とのコミュニケーション】【自らの知識・技
術】があったと述べている。宮下ら7）は、看護師のがん
看護における困難感尺度を用いた調査にて、困難感の関
連要因として、「コミュニケーションに関すること」の
うち10項目で81～93％、「自らの知識・技術に関する
こと」のうち1項目で76％の人が困難に感じていること
を明らかにしている。水内ら8）や西澤ら9）は、終末期が
ん患者に対する困難感を明らかにしており、【患者・家
族とのコミュニケーション】【看護職の知識・技術】の
項目で困難感が高いことを明らかにしている。どの研究
においても看護師はがん看護に困難感を抱いているよう
に、本研究でも多くの施設が困難感を抱いており、中に
は終末期のがん患者の看護が求められる施設もあった。
小中規模の施設でのがん患者数は大規模な施設と比較す
れば少ないが、そのためがん看護の経験値は低く、より
困難感を抱いていることも考えられる。困難感の原因と
してある【患者・家族とのコミュニケーション】におい
ては、コミュニケーションスキルを向上させていく必要
があると水内ら10）も述べているように、そのための取り
組みが必要となってくる。がん患者のコミュニケーショ
ンの困難感を抱く場面として、困難感尺度11）では、「死
にたいと訴える患者に対する対応に困難を感じる」「患
者・家族から不安や心配を表出された場合の対応に困難
を感じる」といった内容がある。患者一人ひとりに個別
性があるように、看護師の対応もその人に合わせた対
応が求められる。様々な場面や事例による対応の検討会
などのがん看護の知識を得る環境や、困ったときに専門
家へ相談できる体制作りが重要であると考える。また、
【看護職の知識・技術】においては、困難感尺度を作成
した小野寺ら12）は、「知識や技術が不足して困難を感じ
ている場面を想定し、焦点をあてて教育・支援を行うこ
とで、困難感が減少し、結果的にがん患者に対して十分
な看護を提供することも可能となるかもしれない。」と
述べている。困難感を減らすためには知識や技術を補え
る支援が必要であり、専門看護師や認定看護師がいない

施設においては、別の方法での支援をする必要がある。
さらに、西脇ら13）は、経験年数別にみた学習ニーズとし
て、経験1～2年目の看護師は、がん性疼痛や呼吸器症状
のメカニズムなど医学的知識や身体的側面の援助に関す
る学習ニーズが高く、経験年数の長い看護師は、倫理的
ジレンマへの対処や医療チーム内のコミュニケーション
などの学習ニーズが高かったという結果を示した。この
ように困難感の中にも学習ニーズがあることを念頭にお
いて支援していく必要があると考える。
　本研究では、満足感を抱いている施設は少なく、困難
感を抱いている施設が多かった。困難感を軽減させるこ
とで満足感を高めることができると推測される。そのた
めには、がん患者に対するコミュニケーションスキルや
知識・技術の獲得を最優先に考える必要がある。専門看
護師や認定看護師がいてもいなくても、知識が得られる
環境や、困ったときに専門家へ相談できる体制作りが必
要であり、特に専門看護者や認定看護師がいない、また
は少ない場合は、病院間の連携、さらには教育研究機関
との連携を整えることで、がん看護の研修会や勉強会な
どを開催できる機会も生まれる。このように、がん医療
の均てん化が進まない地域においても、地域内で協働す
ることによりがん看護の質の向上につながると考える。

6．本研究の限界と今後の課題
　本研究は、A・B地域の14施設のみで、さらには満足感・
困難感は施設を代表した看護管理者に回答を依頼してい
るため、看護師一人ひとりの意見を全て集約していると
はいえない。
　今後の課題は、A・B 地域のがん看護の質向上に向け
て、困難感を抱いている施設に対して教育機関として具
体的にできることを提案し、地域連携として活動できる
ようにしていくことである。

7．結論
　がん患者の増加とがん治療が複雑化している現代にお
いて、がん診療の均てん化が進まない地域では、がん看
護に関する診療報酬加算が取れていない。診療報酬加算
は、がん看護の質を評価するための 1つの目安になる。
実際に加算が取れていない施設では、がん看護に関する
専門看護師や認定看護師のスペシャリストがおらず、養
成のための支援も難しい状況にある。そして、がん看護
に対する困難感を抱いている。スペシャリストの存在
ニーズは大きく、養成が難しい状況で看護師の困難感を
減らすための支援をしていくことの重要性が示唆され
た。
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1．はじめに
　わが国では、昭和56年より日本人の死亡原因第1位が
がんであることに対し、平成18年がん対策基本法が成立

し、がん対策推進基本計画によりがん医療の向上に力を
入れている。千葉県では、地域がん診療連携拠点病院、
がん診療連携拠点病院、高度先進医療機関の14施設が質
の高いがん医療を目指して県内各地域のがん医療を支え
ている。しかし、千葉県のA地域・千葉県に隣接する茨
城県のB地域周辺のがん診療連携拠点病院は1施設であ
り、一般病院と連携した医療の提供が重要となり、患者
にとっては病院が変わっても看護の質は維持されなけれ
ばならない。良質な看護サービスを提供できるシステム

は、看護職自身に内的・外的報酬が還元されるシステム
であると言われている１）。そのため、平成18年の診療
報酬改正で看護必要度が導入され、平成26年の改正では
がん看護においては専門看護師・認定看護師の配置によ
りがん患者指導管理料として加算されることとなった。
このように看護の必要性が認識され、診療報酬という形
で看護の質の評価にもつながっていると予測される。し
かし、がん看護においては、例えば化学療法センターな
どの設備の有無や、施設の専門看護師・認定看護師在籍
の有無などによって診療報酬加算は大きく異なるが、加
算が少ないことで看護の質が低いとは言い切れない。そ
こで、がん看護における診療報酬とがん看護の実態を明
らかにし、看護の質の評価を合わせて行っていく必要が
ある。
　また、千葉県内二次保健医療圏内別がん罹患率におい
て、ほとんどのがん種でA地域が最も高く、死亡状況に
おいては全国・千葉県に比べるとA地域ははるかに高い
結果となっている2）（2008.千葉県）。茨城県では、B地
域が全国・茨城県に比べると死亡状況が高い3）（2009.
茨城県）。地方都市においては高齢化も進み、がんによ
る死亡率の高さは深刻な問題である。がん患者ががんと
ともに生きていくためには、地域住民が頼れる病院、質
の高い看護が受けられる病院が近くにある必要性があ
る。そのために、まずは一般病院のがん看護に関する
実態を把握する必要がある。そして、看護として取り組
むべき課題を明確にすることで、地方都市のがん看護の
質を向上させるための看護の示唆が得られるものと考え
る。

2．研究目的
　がん診療連携拠点病院が 1 施設で、がん診療の均て
ん化が進まないＡ・B 地域のがん看護に関連する診療報
酬加算と看護の実態を明らかにする。

3．研究方法
3．1 研究デザイン
　実態調査による記述的研究である。

3．2 対象者
　地域周辺の 100 床以上の一般病院 15 施設の看護管理
者（看護部長または副看護部長または看護師長）であった。

3．3 データ収集期間
　平成 29年 1月～ 2月であった。

3．4 データ収集方法
　各施設の看護部長に研究の依頼をし、研究対象となる
看護管理者に文書と口頭で研究の説明を行った。質問紙

を渡し、約 1ヶ月以内を目処に返送してもらった。返
送をもって研究への同意とみなした。

3．5 調査内容
　調査内容は、がん看護に関する 12 の診療報酬加算項
目の有無、専門看護師・認定看護師の在籍状況と必要性、
専門看護師・認定看護師養成支援状況、がん治療・がん
看護に関連する施設設備と治療状況、院内におけるがん
看護に関する研修会の実施状況、がん看護に対する看護
管理者の満足感と困難感である。

3．6 データ分析方法
　記述内容について、単純集計および内容分析を行った。

3．7 倫理的配慮
　厚生労働省の人を対象とする医学系研究に関する倫理
指針を遵守した。千葉科学大学の倫理委員会の承認を得
た（承認番号 No.28-14）。研究への参加は任意であるこ
と、参加しないことによって不利益な対応を受けること
はないこと、アンケート用紙を提出後でも不利益を受け
ることなく同意を撤回できること、個人情報の取り扱い
には十分配慮すること、回収したアンケート用紙は研究
終了後にシュレッダー処理をして廃棄することを文書と
口頭で提示した。

4．結果
4．1 アンケート回収結果
　アンケート用紙を配布した14施設のうち、11施設から
解答が得られた（回収率78.6％）。

4．2 診療報酬加算状況（表 1）
　がん看護に関連する診療報酬加算項目のがん性疼痛
緩和指導管理など12項目について、加算の有無を調査
した。緩和ケア診療などの6項目については、どの施設
でも加算が取れていなかった。最も加算が取れていた
のは、がん性疼痛緩和で5施設（45.5%）であった。

4．3 専門看護師と認定看護師の在籍状況
　専門看護師がいる施設はなかった。がん看護に関する
領域の認定看護師については、3名在籍が2施設（施設
A：がん化学療法1、乳がん看護1、がん性疼痛1／施設
B：がん化学療法1、乳がん看護1、緩和ケア1）、1名在
籍が1施設（がん性疼痛）であった。がん看護に関する
領域の認定看護師の在籍率は、全体で27.3％であった。

4．4 専門看護師・認定看護師の必要性（表 2）
　専門看護師・認定看護師の必要性の有無については、
「とても必要である」とした施設は7施設（63.6%）、

（63.6%）であり、半数以上の施設が十分な支援ができ
ない状況にあった。支援がない理由として、「制度がな
い」、「資金的支援が難しい」、「休暇・人的余裕にも
難しい」などの意見があった。

4．5 がん治療・がん看護に関連する施設設備と治療状
況（表 4）
　がん治療・がん看護に関連する13項目の施設設備・体
制のうち、半数以上の施設設備・体制が整っている項目
は4項目であった。がん検診は行っているものの、がん
治療や検査に必要な設備が整っていない施設があった。
　治療状況としては、手術療法、入院・通院による化学
療法、がん性疼痛緩和は半数以上の施設が行っていた
が、放射線療法はがん診療連携拠点病院のみで、他の3

施設（9.1%）、未記入 1施設であった。「まあまあ満足して
いる」と回答した 2 施設は、認定看護師が在籍し、院内
研修会も行っていた。一方で認定看護師がおらず、院内
研修会も行っていない施設は、「どちらでもない」、「あまり
満足していない」、「全く満足していない」との回答であった。
満足していない理由として、「業務に追われてゆっくり患者・
家族との時間が確保できない」、「医師と患者の治療の方向
性に食い違いが生じることがある」、「知識が不十分である」
などの意見があった。
　がん看護に対する困難感については、「とても困難に感
じる」3 施設（27.3％）、「まあまあ困難に感じる」5 施設
（45.5%）、「どちらでもない」2 施設（18.2%）、未記入 1
施設であった。困難に感じる理由として、「専門看護師・
認定看護師がいないこと」、「専門看護師・認定看護師の
数が少なく看護師長業務などが忙しいこと」、「医師を含め
て専門的な知識を持っている人が少ないこと」、「1 人の患
者に関わる時間が短いこと」などがあった。

5．考察
5．1 診療報酬加算とがん看護
　がん看護に関連する診療報酬加算（以下、加算とい
う）項目12のうち、半数以上の項目の加算が取れてい
る施設はなく、緩和ケア診療など6項目においては、ど
の施設でも加算が取れていなかった。この背景には、2

つの要因が考えられる。
　1つ目は、がん治療・がん看護に関連する施設設備と
治療である。がん治療を行うにあたっての十分な設備が
整っていない施設が多く、設備がないために治療ができ
ずに加算が取れない状況であると言える。化学療法に着
目すると、外来化学療法加算1・2が取れている施設に対
して、化学療法センターがあるのは3施設、外来におけ
る化学療法を行っているのは6施設である。このことか
ら、化学療法センターという設備があるからこそ取れる
加算と、施設がないために治療・看護として行っていて
も加算が取れない状況にあることが予測できる。がん性
疼痛緩和においても同じように、治療として7つの施設
で行われているものの、加算が取れているのは5つの施
設であった。がん看護に関する加算による看護の質の評
価の実際は、その施設の設備や治療状況により大きく影
響されていると考えられた。設備がなく、また加算がと
れなくても看護は提供されている。よって、診療報酬加
算が取れているから看護の質は高いと一概に評価はでき
ないと考える。
　加算が取れない2つ目の要因は、専門看護師がどの施
設にもおらず、認定看護師も少ないことである。専門看
護師や認定看護師により行われることが加算につなが
る項目が多く、専門看護師や認定看護師がいないために
加算が取れない状況であることが明らかになった。しか

「まあまあ必要である」とした施設は3施設（27.3%）
であり、9割以上の施設が必要性を感じていた。その理
由として、「専門分野での知識や技術を習得した人材が
患者ケアや看護師の教育を担うことで質の高い看護の提
供ができる」、「超高齢化で疾患の複雑さや社会的問題
を抱えている入院患者が多くなってきている」、「がん
患者に優先的・専門的に関わってもらえる」などの意見
があった。

4．5 専門看護師・認定看護師養成支援状況（表 3）
　専門看護師・認定看護師養成のための病院支援状況
については、「とても支援がある」とした施設は4施設
（36.4%）であったが、「どちらでもない」「あまり支
援がない」「まったく支援がない」とした施設は7施設

項目はどの施設でも治療を行っていなかった。
　施設設備・体制が整っていない理由としては、「専門医が
いない」であった。治療をしていない理由としては、「設備が
ない」、「専門医がない」であった。

4．6 院内におけるがん看護に関する研修会の実施状況
　院内でがん看護に関する研修会を行っているのは4施
設（36.4％）であり、そのうち認定看護師がいるのは3
施設であった。研修会を行っていない施設のうち、1施
設は院外の研修会への参加の義務付けと費用支給を行っ

ていた。他、「参加促進と支給あり」が1施設、「参加
促進はするが支給はない」が3施設、「特に何もしてい
ない」が2施設であった。

4．7 がん看護に対する看護管理者の満足感と困難感
（表 5）
　がん看護に対する満足感については、「とても満足して
いる」施設はなかった。「まあまあ満足している」2 施設
（18.2％）、「どちらでもない」2 施設（18.2％）、「あまり満
足していない」5 施設（45.5％）、「全く満足していない」1

し、ほとんどの施設でがん患者が治療を受けており、看
護師はがん患者に対する看護を求められる状況にある。
特に、専門看護師や認定看護師がいない施設におけるが
ん看護の質を高めるための取り組みを考えていくことは
急務であると考える。

5．2 がん看護に対する施設の思いと現状
　A・B地域の各施設の看護管理者の多くは専門看護
師・認定看護師の必要性を感じていた。日本看護協会
は、専門看護師の目的は、「複雑で解決困難な看護問題
を持つ個人、家族および集団に対して、水準の高い看護
ケアを効率よく提供するための、特定の看護分野の知識
及び技術を深め、保健医療福祉の発展に貢献し併せて看
護学の向上を図る。」としている4）。認定看護師の役割
においては、「特定の看護分野において、熟練した看護
技術と知識を用いて、水準の高い看護実践ができ、看護
現場における看護ケアの広がりと質の向上を図る。」と
している5）。看護管理者が専門看護師や認定看護師を必
要であると考えている理由は、この役割にあると言え
る。がん専門病院やがん患者が多い病院でない限り、看
護師は様々な疾患の看護を行っているであろう。経験が
長くても、専門的な研修を受けた看護師と受けていない
看護師では知識や技術、考え方などに大きな差があると
考えられる。認定看護師などの資格をもつ看護師が１人
いることで、他の看護師へのがん看護の知識の提供やア
ドバイスを行うことができ、それはがん看護の質向上に
つながり得る。がん看護における困難感を感じている施
設は、理由の１つに知識がないことを挙げていることか
らも、知識が得られるような環境要因として専門看護師
や認定看護師が必要である。しかし、専門看護師・認定
看護師の養成のための支援として十分な支援が行えない
施設が多いのが現状である。専門看護師・認定看護師に
なる希望者がいない施設もあったが、たとえ希望者がい
ても行きたくても行けない状況にあるのがほとんどの施
設の現状であった。専門性のある看護師が必要だという
思いだけでは解決できない資金的な問題、人的問題など
の現状が明らかになったことで、専門看護師や認定看護
師がいない中におけるがん看護の知識を高めるための取
り組みを考えていくことが重要であると考えられる。
　また、院内にてがん看護に関する研修会を行っている
施設は、認定看護師がいる3施設と、認定看護師がいな
い1施設のみであった。このことから、認定看護師がい
ることでがん看護の知識を広める機会が作られていると
予測できる。つまり、認定看護師などがいない施設の場
合、院外の研修会に自ら進んで参加しなければ知識を得
られる場はなく、一人ひとりの看護師のがん看護に対す
る意識に任されている状況であると言える。現在、多く
の病院で院内独自の教育やクリ二カルラダーを用いた看

護師教育が行われている。しかし、インターネット検索
で確認できる大規模病院のクリニカルラダーを確認して
みても、がん看護に関する項目を行う病院は少ない印象
がある。よって、院内教育にがん看護を取り入れること
や、研修会の情報を容易に得られる環境や、身近ですぐ
に参加できるような研修会の開催などを通して、満足感
を感じている施設が挙げている理由にあるように、看護
師のモチベーションを上げていくことが重要であると考
える。

5．3 がん看護に対する満足感と困難感
　直成ら6）は、がん看護に関わる看護師の困難感に関す
る研究において、困難感の関連要因が高いものに【患
者・家族とのコミュニケーション】【自らの知識・技
術】があったと述べている。宮下ら7）は、看護師のがん
看護における困難感尺度を用いた調査にて、困難感の関
連要因として、「コミュニケーションに関すること」の
うち10項目で81～93％、「自らの知識・技術に関する
こと」のうち1項目で76％の人が困難に感じていること
を明らかにしている。水内ら8）や西澤ら9）は、終末期が
ん患者に対する困難感を明らかにしており、【患者・家
族とのコミュニケーション】【看護職の知識・技術】の
項目で困難感が高いことを明らかにしている。どの研究
においても看護師はがん看護に困難感を抱いているよう
に、本研究でも多くの施設が困難感を抱いており、中に
は終末期のがん患者の看護が求められる施設もあった。
小中規模の施設でのがん患者数は大規模な施設と比較す
れば少ないが、そのためがん看護の経験値は低く、より
困難感を抱いていることも考えられる。困難感の原因と
してある【患者・家族とのコミュニケーション】におい
ては、コミュニケーションスキルを向上させていく必要
があると水内ら10）も述べているように、そのための取り
組みが必要となってくる。がん患者のコミュニケーショ
ンの困難感を抱く場面として、困難感尺度11）では、「死
にたいと訴える患者に対する対応に困難を感じる」「患
者・家族から不安や心配を表出された場合の対応に困難
を感じる」といった内容がある。患者一人ひとりに個別
性があるように、看護師の対応もその人に合わせた対
応が求められる。様々な場面や事例による対応の検討会
などのがん看護の知識を得る環境や、困ったときに専門
家へ相談できる体制作りが重要であると考える。また、
【看護職の知識・技術】においては、困難感尺度を作成
した小野寺ら12）は、「知識や技術が不足して困難を感じ
ている場面を想定し、焦点をあてて教育・支援を行うこ
とで、困難感が減少し、結果的にがん患者に対して十分
な看護を提供することも可能となるかもしれない。」と
述べている。困難感を減らすためには知識や技術を補え
る支援が必要であり、専門看護師や認定看護師がいない

施設においては、別の方法での支援をする必要がある。
さらに、西脇ら13）は、経験年数別にみた学習ニーズとし
て、経験1～2年目の看護師は、がん性疼痛や呼吸器症状
のメカニズムなど医学的知識や身体的側面の援助に関す
る学習ニーズが高く、経験年数の長い看護師は、倫理的
ジレンマへの対処や医療チーム内のコミュニケーション
などの学習ニーズが高かったという結果を示した。この
ように困難感の中にも学習ニーズがあることを念頭にお
いて支援していく必要があると考える。
　本研究では、満足感を抱いている施設は少なく、困難
感を抱いている施設が多かった。困難感を軽減させるこ
とで満足感を高めることができると推測される。そのた
めには、がん患者に対するコミュニケーションスキルや
知識・技術の獲得を最優先に考える必要がある。専門看
護師や認定看護師がいてもいなくても、知識が得られる
環境や、困ったときに専門家へ相談できる体制作りが必
要であり、特に専門看護者や認定看護師がいない、また
は少ない場合は、病院間の連携、さらには教育研究機関
との連携を整えることで、がん看護の研修会や勉強会な
どを開催できる機会も生まれる。このように、がん医療
の均てん化が進まない地域においても、地域内で協働す
ることによりがん看護の質の向上につながると考える。

6．本研究の限界と今後の課題
　本研究は、A・B地域の14施設のみで、さらには満足感・
困難感は施設を代表した看護管理者に回答を依頼してい
るため、看護師一人ひとりの意見を全て集約していると
はいえない。
　今後の課題は、A・B 地域のがん看護の質向上に向け
て、困難感を抱いている施設に対して教育機関として具
体的にできることを提案し、地域連携として活動できる
ようにしていくことである。

7．結論
　がん患者の増加とがん治療が複雑化している現代にお
いて、がん診療の均てん化が進まない地域では、がん看
護に関する診療報酬加算が取れていない。診療報酬加算
は、がん看護の質を評価するための 1つの目安になる。
実際に加算が取れていない施設では、がん看護に関する
専門看護師や認定看護師のスペシャリストがおらず、養
成のための支援も難しい状況にある。そして、がん看護
に対する困難感を抱いている。スペシャリストの存在
ニーズは大きく、養成が難しい状況で看護師の困難感を
減らすための支援をしていくことの重要性が示唆され
た。
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1．はじめに
　わが国では、昭和56年より日本人の死亡原因第1位が
がんであることに対し、平成18年がん対策基本法が成立

し、がん対策推進基本計画によりがん医療の向上に力を
入れている。千葉県では、地域がん診療連携拠点病院、
がん診療連携拠点病院、高度先進医療機関の14施設が質
の高いがん医療を目指して県内各地域のがん医療を支え
ている。しかし、千葉県のA地域・千葉県に隣接する茨
城県のB地域周辺のがん診療連携拠点病院は1施設であ
り、一般病院と連携した医療の提供が重要となり、患者
にとっては病院が変わっても看護の質は維持されなけれ
ばならない。良質な看護サービスを提供できるシステム

は、看護職自身に内的・外的報酬が還元されるシステム
であると言われている１）。そのため、平成18年の診療
報酬改正で看護必要度が導入され、平成26年の改正では
がん看護においては専門看護師・認定看護師の配置によ
りがん患者指導管理料として加算されることとなった。
このように看護の必要性が認識され、診療報酬という形
で看護の質の評価にもつながっていると予測される。し
かし、がん看護においては、例えば化学療法センターな
どの設備の有無や、施設の専門看護師・認定看護師在籍
の有無などによって診療報酬加算は大きく異なるが、加
算が少ないことで看護の質が低いとは言い切れない。そ
こで、がん看護における診療報酬とがん看護の実態を明
らかにし、看護の質の評価を合わせて行っていく必要が
ある。
　また、千葉県内二次保健医療圏内別がん罹患率におい
て、ほとんどのがん種でA地域が最も高く、死亡状況に
おいては全国・千葉県に比べるとA地域ははるかに高い
結果となっている2）（2008.千葉県）。茨城県では、B地
域が全国・茨城県に比べると死亡状況が高い3）（2009.
茨城県）。地方都市においては高齢化も進み、がんによ
る死亡率の高さは深刻な問題である。がん患者ががんと
ともに生きていくためには、地域住民が頼れる病院、質
の高い看護が受けられる病院が近くにある必要性があ
る。そのために、まずは一般病院のがん看護に関する
実態を把握する必要がある。そして、看護として取り組
むべき課題を明確にすることで、地方都市のがん看護の
質を向上させるための看護の示唆が得られるものと考え
る。

2．研究目的
　がん診療連携拠点病院が 1 施設で、がん診療の均て
ん化が進まないＡ・B 地域のがん看護に関連する診療報
酬加算と看護の実態を明らかにする。

3．研究方法
3．1 研究デザイン
　実態調査による記述的研究である。

3．2 対象者
　地域周辺の 100 床以上の一般病院 15 施設の看護管理
者（看護部長または副看護部長または看護師長）であった。

3．3 データ収集期間
　平成 29年 1月～ 2月であった。

3．4 データ収集方法
　各施設の看護部長に研究の依頼をし、研究対象となる
看護管理者に文書と口頭で研究の説明を行った。質問紙

を渡し、約 1ヶ月以内を目処に返送してもらった。返
送をもって研究への同意とみなした。

3．5 調査内容
　調査内容は、がん看護に関する 12 の診療報酬加算項
目の有無、専門看護師・認定看護師の在籍状況と必要性、
専門看護師・認定看護師養成支援状況、がん治療・がん
看護に関連する施設設備と治療状況、院内におけるがん
看護に関する研修会の実施状況、がん看護に対する看護
管理者の満足感と困難感である。

3．6 データ分析方法
　記述内容について、単純集計および内容分析を行った。

3．7 倫理的配慮
　厚生労働省の人を対象とする医学系研究に関する倫理
指針を遵守した。千葉科学大学の倫理委員会の承認を得
た（承認番号 No.28-14）。研究への参加は任意であるこ
と、参加しないことによって不利益な対応を受けること
はないこと、アンケート用紙を提出後でも不利益を受け
ることなく同意を撤回できること、個人情報の取り扱い
には十分配慮すること、回収したアンケート用紙は研究
終了後にシュレッダー処理をして廃棄することを文書と
口頭で提示した。

4．結果
4．1 アンケート回収結果
　アンケート用紙を配布した14施設のうち、11施設から
解答が得られた（回収率78.6％）。

4．2 診療報酬加算状況（表 1）
　がん看護に関連する診療報酬加算項目のがん性疼痛
緩和指導管理など12項目について、加算の有無を調査
した。緩和ケア診療などの6項目については、どの施設
でも加算が取れていなかった。最も加算が取れていた
のは、がん性疼痛緩和で5施設（45.5%）であった。

4．3 専門看護師と認定看護師の在籍状況
　専門看護師がいる施設はなかった。がん看護に関する
領域の認定看護師については、3名在籍が2施設（施設
A：がん化学療法1、乳がん看護1、がん性疼痛1／施設
B：がん化学療法1、乳がん看護1、緩和ケア1）、1名在
籍が1施設（がん性疼痛）であった。がん看護に関する
領域の認定看護師の在籍率は、全体で27.3％であった。

4．4 専門看護師・認定看護師の必要性（表 2）
　専門看護師・認定看護師の必要性の有無については、
「とても必要である」とした施設は7施設（63.6%）、

（63.6%）であり、半数以上の施設が十分な支援ができ
ない状況にあった。支援がない理由として、「制度がな
い」、「資金的支援が難しい」、「休暇・人的余裕にも
難しい」などの意見があった。

4．5 がん治療・がん看護に関連する施設設備と治療状
況（表 4）
　がん治療・がん看護に関連する13項目の施設設備・体
制のうち、半数以上の施設設備・体制が整っている項目
は4項目であった。がん検診は行っているものの、がん
治療や検査に必要な設備が整っていない施設があった。
　治療状況としては、手術療法、入院・通院による化学
療法、がん性疼痛緩和は半数以上の施設が行っていた
が、放射線療法はがん診療連携拠点病院のみで、他の3

施設（9.1%）、未記入 1施設であった。「まあまあ満足して
いる」と回答した 2 施設は、認定看護師が在籍し、院内
研修会も行っていた。一方で認定看護師がおらず、院内
研修会も行っていない施設は、「どちらでもない」、「あまり
満足していない」、「全く満足していない」との回答であった。
満足していない理由として、「業務に追われてゆっくり患者・
家族との時間が確保できない」、「医師と患者の治療の方向
性に食い違いが生じることがある」、「知識が不十分である」
などの意見があった。
　がん看護に対する困難感については、「とても困難に感
じる」3 施設（27.3％）、「まあまあ困難に感じる」5 施設
（45.5%）、「どちらでもない」2 施設（18.2%）、未記入 1
施設であった。困難に感じる理由として、「専門看護師・
認定看護師がいないこと」、「専門看護師・認定看護師の
数が少なく看護師長業務などが忙しいこと」、「医師を含め
て専門的な知識を持っている人が少ないこと」、「1 人の患
者に関わる時間が短いこと」などがあった。

5．考察
5．1 診療報酬加算とがん看護
　がん看護に関連する診療報酬加算（以下、加算とい
う）項目12のうち、半数以上の項目の加算が取れてい
る施設はなく、緩和ケア診療など6項目においては、ど
の施設でも加算が取れていなかった。この背景には、2

つの要因が考えられる。
　1つ目は、がん治療・がん看護に関連する施設設備と
治療である。がん治療を行うにあたっての十分な設備が
整っていない施設が多く、設備がないために治療ができ
ずに加算が取れない状況であると言える。化学療法に着
目すると、外来化学療法加算1・2が取れている施設に対
して、化学療法センターがあるのは3施設、外来におけ
る化学療法を行っているのは6施設である。このことか
ら、化学療法センターという設備があるからこそ取れる
加算と、施設がないために治療・看護として行っていて
も加算が取れない状況にあることが予測できる。がん性
疼痛緩和においても同じように、治療として7つの施設
で行われているものの、加算が取れているのは5つの施
設であった。がん看護に関する加算による看護の質の評
価の実際は、その施設の設備や治療状況により大きく影
響されていると考えられた。設備がなく、また加算がと
れなくても看護は提供されている。よって、診療報酬加
算が取れているから看護の質は高いと一概に評価はでき
ないと考える。
　加算が取れない2つ目の要因は、専門看護師がどの施
設にもおらず、認定看護師も少ないことである。専門看
護師や認定看護師により行われることが加算につなが
る項目が多く、専門看護師や認定看護師がいないために
加算が取れない状況であることが明らかになった。しか

「まあまあ必要である」とした施設は3施設（27.3%）
であり、9割以上の施設が必要性を感じていた。その理
由として、「専門分野での知識や技術を習得した人材が
患者ケアや看護師の教育を担うことで質の高い看護の提
供ができる」、「超高齢化で疾患の複雑さや社会的問題
を抱えている入院患者が多くなってきている」、「がん
患者に優先的・専門的に関わってもらえる」などの意見
があった。

4．5 専門看護師・認定看護師養成支援状況（表 3）
　専門看護師・認定看護師養成のための病院支援状況
については、「とても支援がある」とした施設は4施設
（36.4%）であったが、「どちらでもない」「あまり支
援がない」「まったく支援がない」とした施設は7施設

項目はどの施設でも治療を行っていなかった。
　施設設備・体制が整っていない理由としては、「専門医が
いない」であった。治療をしていない理由としては、「設備が
ない」、「専門医がない」であった。

4．6 院内におけるがん看護に関する研修会の実施状況
　院内でがん看護に関する研修会を行っているのは4施
設（36.4％）であり、そのうち認定看護師がいるのは3
施設であった。研修会を行っていない施設のうち、1施
設は院外の研修会への参加の義務付けと費用支給を行っ

ていた。他、「参加促進と支給あり」が1施設、「参加
促進はするが支給はない」が3施設、「特に何もしてい
ない」が2施設であった。

4．7 がん看護に対する看護管理者の満足感と困難感
（表 5）
　がん看護に対する満足感については、「とても満足して
いる」施設はなかった。「まあまあ満足している」2 施設
（18.2％）、「どちらでもない」2 施設（18.2％）、「あまり満
足していない」5 施設（45.5％）、「全く満足していない」1

表1　A・B地域の100床以上の一般病院における診療報酬加算状況

表2　専門看護師・認定看護師の必要性

し、ほとんどの施設でがん患者が治療を受けており、看
護師はがん患者に対する看護を求められる状況にある。
特に、専門看護師や認定看護師がいない施設におけるが
ん看護の質を高めるための取り組みを考えていくことは
急務であると考える。

5．2 がん看護に対する施設の思いと現状
　A・B地域の各施設の看護管理者の多くは専門看護
師・認定看護師の必要性を感じていた。日本看護協会
は、専門看護師の目的は、「複雑で解決困難な看護問題
を持つ個人、家族および集団に対して、水準の高い看護
ケアを効率よく提供するための、特定の看護分野の知識
及び技術を深め、保健医療福祉の発展に貢献し併せて看
護学の向上を図る。」としている4）。認定看護師の役割
においては、「特定の看護分野において、熟練した看護
技術と知識を用いて、水準の高い看護実践ができ、看護
現場における看護ケアの広がりと質の向上を図る。」と
している5）。看護管理者が専門看護師や認定看護師を必
要であると考えている理由は、この役割にあると言え
る。がん専門病院やがん患者が多い病院でない限り、看
護師は様々な疾患の看護を行っているであろう。経験が
長くても、専門的な研修を受けた看護師と受けていない
看護師では知識や技術、考え方などに大きな差があると
考えられる。認定看護師などの資格をもつ看護師が１人
いることで、他の看護師へのがん看護の知識の提供やア
ドバイスを行うことができ、それはがん看護の質向上に
つながり得る。がん看護における困難感を感じている施
設は、理由の１つに知識がないことを挙げていることか
らも、知識が得られるような環境要因として専門看護師
や認定看護師が必要である。しかし、専門看護師・認定
看護師の養成のための支援として十分な支援が行えない
施設が多いのが現状である。専門看護師・認定看護師に
なる希望者がいない施設もあったが、たとえ希望者がい
ても行きたくても行けない状況にあるのがほとんどの施
設の現状であった。専門性のある看護師が必要だという
思いだけでは解決できない資金的な問題、人的問題など
の現状が明らかになったことで、専門看護師や認定看護
師がいない中におけるがん看護の知識を高めるための取
り組みを考えていくことが重要であると考えられる。
　また、院内にてがん看護に関する研修会を行っている
施設は、認定看護師がいる3施設と、認定看護師がいな
い1施設のみであった。このことから、認定看護師がい
ることでがん看護の知識を広める機会が作られていると
予測できる。つまり、認定看護師などがいない施設の場
合、院外の研修会に自ら進んで参加しなければ知識を得
られる場はなく、一人ひとりの看護師のがん看護に対す
る意識に任されている状況であると言える。現在、多く
の病院で院内独自の教育やクリ二カルラダーを用いた看

護師教育が行われている。しかし、インターネット検索
で確認できる大規模病院のクリニカルラダーを確認して
みても、がん看護に関する項目を行う病院は少ない印象
がある。よって、院内教育にがん看護を取り入れること
や、研修会の情報を容易に得られる環境や、身近ですぐ
に参加できるような研修会の開催などを通して、満足感
を感じている施設が挙げている理由にあるように、看護
師のモチベーションを上げていくことが重要であると考
える。

5．3 がん看護に対する満足感と困難感
　直成ら6）は、がん看護に関わる看護師の困難感に関す
る研究において、困難感の関連要因が高いものに【患
者・家族とのコミュニケーション】【自らの知識・技
術】があったと述べている。宮下ら7）は、看護師のがん
看護における困難感尺度を用いた調査にて、困難感の関
連要因として、「コミュニケーションに関すること」の
うち10項目で81～93％、「自らの知識・技術に関する
こと」のうち1項目で76％の人が困難に感じていること
を明らかにしている。水内ら8）や西澤ら9）は、終末期が
ん患者に対する困難感を明らかにしており、【患者・家
族とのコミュニケーション】【看護職の知識・技術】の
項目で困難感が高いことを明らかにしている。どの研究
においても看護師はがん看護に困難感を抱いているよう
に、本研究でも多くの施設が困難感を抱いており、中に
は終末期のがん患者の看護が求められる施設もあった。
小中規模の施設でのがん患者数は大規模な施設と比較す
れば少ないが、そのためがん看護の経験値は低く、より
困難感を抱いていることも考えられる。困難感の原因と
してある【患者・家族とのコミュニケーション】におい
ては、コミュニケーションスキルを向上させていく必要
があると水内ら10）も述べているように、そのための取り
組みが必要となってくる。がん患者のコミュニケーショ
ンの困難感を抱く場面として、困難感尺度11）では、「死
にたいと訴える患者に対する対応に困難を感じる」「患
者・家族から不安や心配を表出された場合の対応に困難
を感じる」といった内容がある。患者一人ひとりに個別
性があるように、看護師の対応もその人に合わせた対
応が求められる。様々な場面や事例による対応の検討会
などのがん看護の知識を得る環境や、困ったときに専門
家へ相談できる体制作りが重要であると考える。また、
【看護職の知識・技術】においては、困難感尺度を作成
した小野寺ら12）は、「知識や技術が不足して困難を感じ
ている場面を想定し、焦点をあてて教育・支援を行うこ
とで、困難感が減少し、結果的にがん患者に対して十分
な看護を提供することも可能となるかもしれない。」と
述べている。困難感を減らすためには知識や技術を補え
る支援が必要であり、専門看護師や認定看護師がいない

施設においては、別の方法での支援をする必要がある。
さらに、西脇ら13）は、経験年数別にみた学習ニーズとし
て、経験1～2年目の看護師は、がん性疼痛や呼吸器症状
のメカニズムなど医学的知識や身体的側面の援助に関す
る学習ニーズが高く、経験年数の長い看護師は、倫理的
ジレンマへの対処や医療チーム内のコミュニケーション
などの学習ニーズが高かったという結果を示した。この
ように困難感の中にも学習ニーズがあることを念頭にお
いて支援していく必要があると考える。
　本研究では、満足感を抱いている施設は少なく、困難
感を抱いている施設が多かった。困難感を軽減させるこ
とで満足感を高めることができると推測される。そのた
めには、がん患者に対するコミュニケーションスキルや
知識・技術の獲得を最優先に考える必要がある。専門看
護師や認定看護師がいてもいなくても、知識が得られる
環境や、困ったときに専門家へ相談できる体制作りが必
要であり、特に専門看護者や認定看護師がいない、また
は少ない場合は、病院間の連携、さらには教育研究機関
との連携を整えることで、がん看護の研修会や勉強会な
どを開催できる機会も生まれる。このように、がん医療
の均てん化が進まない地域においても、地域内で協働す
ることによりがん看護の質の向上につながると考える。

6．本研究の限界と今後の課題
　本研究は、A・B地域の14施設のみで、さらには満足感・
困難感は施設を代表した看護管理者に回答を依頼してい
るため、看護師一人ひとりの意見を全て集約していると
はいえない。
　今後の課題は、A・B 地域のがん看護の質向上に向け
て、困難感を抱いている施設に対して教育機関として具
体的にできることを提案し、地域連携として活動できる
ようにしていくことである。

7．結論
　がん患者の増加とがん治療が複雑化している現代にお
いて、がん診療の均てん化が進まない地域では、がん看
護に関する診療報酬加算が取れていない。診療報酬加算
は、がん看護の質を評価するための 1つの目安になる。
実際に加算が取れていない施設では、がん看護に関する
専門看護師や認定看護師のスペシャリストがおらず、養
成のための支援も難しい状況にある。そして、がん看護
に対する困難感を抱いている。スペシャリストの存在
ニーズは大きく、養成が難しい状況で看護師の困難感を
減らすための支援をしていくことの重要性が示唆され
た。

謝辞
　本研究にご協力いただきました施設の看護管理者の皆
様に感謝致します。

― 239 ―

がん診療の均てん化が進まない地域の診療報酬加算とがん看護の実態



1．はじめに
　わが国では、昭和56年より日本人の死亡原因第1位が
がんであることに対し、平成18年がん対策基本法が成立

し、がん対策推進基本計画によりがん医療の向上に力を
入れている。千葉県では、地域がん診療連携拠点病院、
がん診療連携拠点病院、高度先進医療機関の14施設が質
の高いがん医療を目指して県内各地域のがん医療を支え
ている。しかし、千葉県のA地域・千葉県に隣接する茨
城県のB地域周辺のがん診療連携拠点病院は1施設であ
り、一般病院と連携した医療の提供が重要となり、患者
にとっては病院が変わっても看護の質は維持されなけれ
ばならない。良質な看護サービスを提供できるシステム

は、看護職自身に内的・外的報酬が還元されるシステム
であると言われている１）。そのため、平成18年の診療
報酬改正で看護必要度が導入され、平成26年の改正では
がん看護においては専門看護師・認定看護師の配置によ
りがん患者指導管理料として加算されることとなった。
このように看護の必要性が認識され、診療報酬という形
で看護の質の評価にもつながっていると予測される。し
かし、がん看護においては、例えば化学療法センターな
どの設備の有無や、施設の専門看護師・認定看護師在籍
の有無などによって診療報酬加算は大きく異なるが、加
算が少ないことで看護の質が低いとは言い切れない。そ
こで、がん看護における診療報酬とがん看護の実態を明
らかにし、看護の質の評価を合わせて行っていく必要が
ある。
　また、千葉県内二次保健医療圏内別がん罹患率におい
て、ほとんどのがん種でA地域が最も高く、死亡状況に
おいては全国・千葉県に比べるとA地域ははるかに高い
結果となっている2）（2008.千葉県）。茨城県では、B地
域が全国・茨城県に比べると死亡状況が高い3）（2009.
茨城県）。地方都市においては高齢化も進み、がんによ
る死亡率の高さは深刻な問題である。がん患者ががんと
ともに生きていくためには、地域住民が頼れる病院、質
の高い看護が受けられる病院が近くにある必要性があ
る。そのために、まずは一般病院のがん看護に関する
実態を把握する必要がある。そして、看護として取り組
むべき課題を明確にすることで、地方都市のがん看護の
質を向上させるための看護の示唆が得られるものと考え
る。

2．研究目的
　がん診療連携拠点病院が 1 施設で、がん診療の均て
ん化が進まないＡ・B 地域のがん看護に関連する診療報
酬加算と看護の実態を明らかにする。

3．研究方法
3．1 研究デザイン
　実態調査による記述的研究である。

3．2 対象者
　地域周辺の 100 床以上の一般病院 15 施設の看護管理
者（看護部長または副看護部長または看護師長）であった。

3．3 データ収集期間
　平成 29年 1月～ 2月であった。

3．4 データ収集方法
　各施設の看護部長に研究の依頼をし、研究対象となる
看護管理者に文書と口頭で研究の説明を行った。質問紙

を渡し、約 1ヶ月以内を目処に返送してもらった。返
送をもって研究への同意とみなした。

3．5 調査内容
　調査内容は、がん看護に関する 12 の診療報酬加算項
目の有無、専門看護師・認定看護師の在籍状況と必要性、
専門看護師・認定看護師養成支援状況、がん治療・がん
看護に関連する施設設備と治療状況、院内におけるがん
看護に関する研修会の実施状況、がん看護に対する看護
管理者の満足感と困難感である。

3．6 データ分析方法
　記述内容について、単純集計および内容分析を行った。

3．7 倫理的配慮
　厚生労働省の人を対象とする医学系研究に関する倫理
指針を遵守した。千葉科学大学の倫理委員会の承認を得
た（承認番号 No.28-14）。研究への参加は任意であるこ
と、参加しないことによって不利益な対応を受けること
はないこと、アンケート用紙を提出後でも不利益を受け
ることなく同意を撤回できること、個人情報の取り扱い
には十分配慮すること、回収したアンケート用紙は研究
終了後にシュレッダー処理をして廃棄することを文書と
口頭で提示した。

4．結果
4．1 アンケート回収結果
　アンケート用紙を配布した14施設のうち、11施設から
解答が得られた（回収率78.6％）。

4．2 診療報酬加算状況（表 1）
　がん看護に関連する診療報酬加算項目のがん性疼痛
緩和指導管理など12項目について、加算の有無を調査
した。緩和ケア診療などの6項目については、どの施設
でも加算が取れていなかった。最も加算が取れていた
のは、がん性疼痛緩和で5施設（45.5%）であった。

4．3 専門看護師と認定看護師の在籍状況
　専門看護師がいる施設はなかった。がん看護に関する
領域の認定看護師については、3名在籍が2施設（施設
A：がん化学療法1、乳がん看護1、がん性疼痛1／施設
B：がん化学療法1、乳がん看護1、緩和ケア1）、1名在
籍が1施設（がん性疼痛）であった。がん看護に関する
領域の認定看護師の在籍率は、全体で27.3％であった。

4．4 専門看護師・認定看護師の必要性（表 2）
　専門看護師・認定看護師の必要性の有無については、
「とても必要である」とした施設は7施設（63.6%）、

（63.6%）であり、半数以上の施設が十分な支援ができ
ない状況にあった。支援がない理由として、「制度がな
い」、「資金的支援が難しい」、「休暇・人的余裕にも
難しい」などの意見があった。

4．5 がん治療・がん看護に関連する施設設備と治療状
況（表 4）
　がん治療・がん看護に関連する13項目の施設設備・体
制のうち、半数以上の施設設備・体制が整っている項目
は4項目であった。がん検診は行っているものの、がん
治療や検査に必要な設備が整っていない施設があった。
　治療状況としては、手術療法、入院・通院による化学
療法、がん性疼痛緩和は半数以上の施設が行っていた
が、放射線療法はがん診療連携拠点病院のみで、他の3

施設（9.1%）、未記入 1施設であった。「まあまあ満足して
いる」と回答した 2 施設は、認定看護師が在籍し、院内
研修会も行っていた。一方で認定看護師がおらず、院内
研修会も行っていない施設は、「どちらでもない」、「あまり
満足していない」、「全く満足していない」との回答であった。
満足していない理由として、「業務に追われてゆっくり患者・
家族との時間が確保できない」、「医師と患者の治療の方向
性に食い違いが生じることがある」、「知識が不十分である」
などの意見があった。
　がん看護に対する困難感については、「とても困難に感
じる」3 施設（27.3％）、「まあまあ困難に感じる」5 施設
（45.5%）、「どちらでもない」2 施設（18.2%）、未記入 1
施設であった。困難に感じる理由として、「専門看護師・
認定看護師がいないこと」、「専門看護師・認定看護師の
数が少なく看護師長業務などが忙しいこと」、「医師を含め
て専門的な知識を持っている人が少ないこと」、「1 人の患
者に関わる時間が短いこと」などがあった。

5．考察
5．1 診療報酬加算とがん看護
　がん看護に関連する診療報酬加算（以下、加算とい
う）項目12のうち、半数以上の項目の加算が取れてい
る施設はなく、緩和ケア診療など6項目においては、ど
の施設でも加算が取れていなかった。この背景には、2

つの要因が考えられる。
　1つ目は、がん治療・がん看護に関連する施設設備と
治療である。がん治療を行うにあたっての十分な設備が
整っていない施設が多く、設備がないために治療ができ
ずに加算が取れない状況であると言える。化学療法に着
目すると、外来化学療法加算1・2が取れている施設に対
して、化学療法センターがあるのは3施設、外来におけ
る化学療法を行っているのは6施設である。このことか
ら、化学療法センターという設備があるからこそ取れる
加算と、施設がないために治療・看護として行っていて
も加算が取れない状況にあることが予測できる。がん性
疼痛緩和においても同じように、治療として7つの施設
で行われているものの、加算が取れているのは5つの施
設であった。がん看護に関する加算による看護の質の評
価の実際は、その施設の設備や治療状況により大きく影
響されていると考えられた。設備がなく、また加算がと
れなくても看護は提供されている。よって、診療報酬加
算が取れているから看護の質は高いと一概に評価はでき
ないと考える。
　加算が取れない2つ目の要因は、専門看護師がどの施
設にもおらず、認定看護師も少ないことである。専門看
護師や認定看護師により行われることが加算につなが
る項目が多く、専門看護師や認定看護師がいないために
加算が取れない状況であることが明らかになった。しか

「まあまあ必要である」とした施設は3施設（27.3%）
であり、9割以上の施設が必要性を感じていた。その理
由として、「専門分野での知識や技術を習得した人材が
患者ケアや看護師の教育を担うことで質の高い看護の提
供ができる」、「超高齢化で疾患の複雑さや社会的問題
を抱えている入院患者が多くなってきている」、「がん
患者に優先的・専門的に関わってもらえる」などの意見
があった。

4．5 専門看護師・認定看護師養成支援状況（表 3）
　専門看護師・認定看護師養成のための病院支援状況
については、「とても支援がある」とした施設は4施設
（36.4%）であったが、「どちらでもない」「あまり支
援がない」「まったく支援がない」とした施設は7施設

項目はどの施設でも治療を行っていなかった。
　施設設備・体制が整っていない理由としては、「専門医が
いない」であった。治療をしていない理由としては、「設備が
ない」、「専門医がない」であった。

4．6 院内におけるがん看護に関する研修会の実施状況
　院内でがん看護に関する研修会を行っているのは4施
設（36.4％）であり、そのうち認定看護師がいるのは3
施設であった。研修会を行っていない施設のうち、1施
設は院外の研修会への参加の義務付けと費用支給を行っ

ていた。他、「参加促進と支給あり」が1施設、「参加
促進はするが支給はない」が3施設、「特に何もしてい
ない」が2施設であった。

4．7 がん看護に対する看護管理者の満足感と困難感
（表 5）
　がん看護に対する満足感については、「とても満足して
いる」施設はなかった。「まあまあ満足している」2 施設
（18.2％）、「どちらでもない」2 施設（18.2％）、「あまり満
足していない」5 施設（45.5％）、「全く満足していない」1

表3　専門看護師・認定看護師養成支援状況

表4　がん治療・がん看護に関連する施設設備・体制と治療状況

し、ほとんどの施設でがん患者が治療を受けており、看
護師はがん患者に対する看護を求められる状況にある。
特に、専門看護師や認定看護師がいない施設におけるが
ん看護の質を高めるための取り組みを考えていくことは
急務であると考える。

5．2 がん看護に対する施設の思いと現状
　A・B地域の各施設の看護管理者の多くは専門看護
師・認定看護師の必要性を感じていた。日本看護協会
は、専門看護師の目的は、「複雑で解決困難な看護問題
を持つ個人、家族および集団に対して、水準の高い看護
ケアを効率よく提供するための、特定の看護分野の知識
及び技術を深め、保健医療福祉の発展に貢献し併せて看
護学の向上を図る。」としている4）。認定看護師の役割
においては、「特定の看護分野において、熟練した看護
技術と知識を用いて、水準の高い看護実践ができ、看護
現場における看護ケアの広がりと質の向上を図る。」と
している5）。看護管理者が専門看護師や認定看護師を必
要であると考えている理由は、この役割にあると言え
る。がん専門病院やがん患者が多い病院でない限り、看
護師は様々な疾患の看護を行っているであろう。経験が
長くても、専門的な研修を受けた看護師と受けていない
看護師では知識や技術、考え方などに大きな差があると
考えられる。認定看護師などの資格をもつ看護師が１人
いることで、他の看護師へのがん看護の知識の提供やア
ドバイスを行うことができ、それはがん看護の質向上に
つながり得る。がん看護における困難感を感じている施
設は、理由の１つに知識がないことを挙げていることか
らも、知識が得られるような環境要因として専門看護師
や認定看護師が必要である。しかし、専門看護師・認定
看護師の養成のための支援として十分な支援が行えない
施設が多いのが現状である。専門看護師・認定看護師に
なる希望者がいない施設もあったが、たとえ希望者がい
ても行きたくても行けない状況にあるのがほとんどの施
設の現状であった。専門性のある看護師が必要だという
思いだけでは解決できない資金的な問題、人的問題など
の現状が明らかになったことで、専門看護師や認定看護
師がいない中におけるがん看護の知識を高めるための取
り組みを考えていくことが重要であると考えられる。
　また、院内にてがん看護に関する研修会を行っている
施設は、認定看護師がいる3施設と、認定看護師がいな
い1施設のみであった。このことから、認定看護師がい
ることでがん看護の知識を広める機会が作られていると
予測できる。つまり、認定看護師などがいない施設の場
合、院外の研修会に自ら進んで参加しなければ知識を得
られる場はなく、一人ひとりの看護師のがん看護に対す
る意識に任されている状況であると言える。現在、多く
の病院で院内独自の教育やクリ二カルラダーを用いた看

護師教育が行われている。しかし、インターネット検索
で確認できる大規模病院のクリニカルラダーを確認して
みても、がん看護に関する項目を行う病院は少ない印象
がある。よって、院内教育にがん看護を取り入れること
や、研修会の情報を容易に得られる環境や、身近ですぐ
に参加できるような研修会の開催などを通して、満足感
を感じている施設が挙げている理由にあるように、看護
師のモチベーションを上げていくことが重要であると考
える。

5．3 がん看護に対する満足感と困難感
　直成ら6）は、がん看護に関わる看護師の困難感に関す
る研究において、困難感の関連要因が高いものに【患
者・家族とのコミュニケーション】【自らの知識・技
術】があったと述べている。宮下ら7）は、看護師のがん
看護における困難感尺度を用いた調査にて、困難感の関
連要因として、「コミュニケーションに関すること」の
うち10項目で81～93％、「自らの知識・技術に関する
こと」のうち1項目で76％の人が困難に感じていること
を明らかにしている。水内ら8）や西澤ら9）は、終末期が
ん患者に対する困難感を明らかにしており、【患者・家
族とのコミュニケーション】【看護職の知識・技術】の
項目で困難感が高いことを明らかにしている。どの研究
においても看護師はがん看護に困難感を抱いているよう
に、本研究でも多くの施設が困難感を抱いており、中に
は終末期のがん患者の看護が求められる施設もあった。
小中規模の施設でのがん患者数は大規模な施設と比較す
れば少ないが、そのためがん看護の経験値は低く、より
困難感を抱いていることも考えられる。困難感の原因と
してある【患者・家族とのコミュニケーション】におい
ては、コミュニケーションスキルを向上させていく必要
があると水内ら10）も述べているように、そのための取り
組みが必要となってくる。がん患者のコミュニケーショ
ンの困難感を抱く場面として、困難感尺度11）では、「死
にたいと訴える患者に対する対応に困難を感じる」「患
者・家族から不安や心配を表出された場合の対応に困難
を感じる」といった内容がある。患者一人ひとりに個別
性があるように、看護師の対応もその人に合わせた対
応が求められる。様々な場面や事例による対応の検討会
などのがん看護の知識を得る環境や、困ったときに専門
家へ相談できる体制作りが重要であると考える。また、
【看護職の知識・技術】においては、困難感尺度を作成
した小野寺ら12）は、「知識や技術が不足して困難を感じ
ている場面を想定し、焦点をあてて教育・支援を行うこ
とで、困難感が減少し、結果的にがん患者に対して十分
な看護を提供することも可能となるかもしれない。」と
述べている。困難感を減らすためには知識や技術を補え
る支援が必要であり、専門看護師や認定看護師がいない

施設においては、別の方法での支援をする必要がある。
さらに、西脇ら13）は、経験年数別にみた学習ニーズとし
て、経験1～2年目の看護師は、がん性疼痛や呼吸器症状
のメカニズムなど医学的知識や身体的側面の援助に関す
る学習ニーズが高く、経験年数の長い看護師は、倫理的
ジレンマへの対処や医療チーム内のコミュニケーション
などの学習ニーズが高かったという結果を示した。この
ように困難感の中にも学習ニーズがあることを念頭にお
いて支援していく必要があると考える。
　本研究では、満足感を抱いている施設は少なく、困難
感を抱いている施設が多かった。困難感を軽減させるこ
とで満足感を高めることができると推測される。そのた
めには、がん患者に対するコミュニケーションスキルや
知識・技術の獲得を最優先に考える必要がある。専門看
護師や認定看護師がいてもいなくても、知識が得られる
環境や、困ったときに専門家へ相談できる体制作りが必
要であり、特に専門看護者や認定看護師がいない、また
は少ない場合は、病院間の連携、さらには教育研究機関
との連携を整えることで、がん看護の研修会や勉強会な
どを開催できる機会も生まれる。このように、がん医療
の均てん化が進まない地域においても、地域内で協働す
ることによりがん看護の質の向上につながると考える。

6．本研究の限界と今後の課題
　本研究は、A・B地域の14施設のみで、さらには満足感・
困難感は施設を代表した看護管理者に回答を依頼してい
るため、看護師一人ひとりの意見を全て集約していると
はいえない。
　今後の課題は、A・B 地域のがん看護の質向上に向け
て、困難感を抱いている施設に対して教育機関として具
体的にできることを提案し、地域連携として活動できる
ようにしていくことである。

7．結論
　がん患者の増加とがん治療が複雑化している現代にお
いて、がん診療の均てん化が進まない地域では、がん看
護に関する診療報酬加算が取れていない。診療報酬加算
は、がん看護の質を評価するための 1つの目安になる。
実際に加算が取れていない施設では、がん看護に関する
専門看護師や認定看護師のスペシャリストがおらず、養
成のための支援も難しい状況にある。そして、がん看護
に対する困難感を抱いている。スペシャリストの存在
ニーズは大きく、養成が難しい状況で看護師の困難感を
減らすための支援をしていくことの重要性が示唆され
た。
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1．はじめに
　わが国では、昭和56年より日本人の死亡原因第1位が
がんであることに対し、平成18年がん対策基本法が成立

し、がん対策推進基本計画によりがん医療の向上に力を
入れている。千葉県では、地域がん診療連携拠点病院、
がん診療連携拠点病院、高度先進医療機関の14施設が質
の高いがん医療を目指して県内各地域のがん医療を支え
ている。しかし、千葉県のA地域・千葉県に隣接する茨
城県のB地域周辺のがん診療連携拠点病院は1施設であ
り、一般病院と連携した医療の提供が重要となり、患者
にとっては病院が変わっても看護の質は維持されなけれ
ばならない。良質な看護サービスを提供できるシステム

は、看護職自身に内的・外的報酬が還元されるシステム
であると言われている１）。そのため、平成18年の診療
報酬改正で看護必要度が導入され、平成26年の改正では
がん看護においては専門看護師・認定看護師の配置によ
りがん患者指導管理料として加算されることとなった。
このように看護の必要性が認識され、診療報酬という形
で看護の質の評価にもつながっていると予測される。し
かし、がん看護においては、例えば化学療法センターな
どの設備の有無や、施設の専門看護師・認定看護師在籍
の有無などによって診療報酬加算は大きく異なるが、加
算が少ないことで看護の質が低いとは言い切れない。そ
こで、がん看護における診療報酬とがん看護の実態を明
らかにし、看護の質の評価を合わせて行っていく必要が
ある。
　また、千葉県内二次保健医療圏内別がん罹患率におい
て、ほとんどのがん種でA地域が最も高く、死亡状況に
おいては全国・千葉県に比べるとA地域ははるかに高い
結果となっている2）（2008.千葉県）。茨城県では、B地
域が全国・茨城県に比べると死亡状況が高い3）（2009.
茨城県）。地方都市においては高齢化も進み、がんによ
る死亡率の高さは深刻な問題である。がん患者ががんと
ともに生きていくためには、地域住民が頼れる病院、質
の高い看護が受けられる病院が近くにある必要性があ
る。そのために、まずは一般病院のがん看護に関する
実態を把握する必要がある。そして、看護として取り組
むべき課題を明確にすることで、地方都市のがん看護の
質を向上させるための看護の示唆が得られるものと考え
る。

2．研究目的
　がん診療連携拠点病院が 1 施設で、がん診療の均て
ん化が進まないＡ・B 地域のがん看護に関連する診療報
酬加算と看護の実態を明らかにする。

3．研究方法
3．1 研究デザイン
　実態調査による記述的研究である。

3．2 対象者
　地域周辺の 100 床以上の一般病院 15 施設の看護管理
者（看護部長または副看護部長または看護師長）であった。

3．3 データ収集期間
　平成 29年 1月～ 2月であった。

3．4 データ収集方法
　各施設の看護部長に研究の依頼をし、研究対象となる
看護管理者に文書と口頭で研究の説明を行った。質問紙

を渡し、約 1ヶ月以内を目処に返送してもらった。返
送をもって研究への同意とみなした。

3．5 調査内容
　調査内容は、がん看護に関する 12 の診療報酬加算項
目の有無、専門看護師・認定看護師の在籍状況と必要性、
専門看護師・認定看護師養成支援状況、がん治療・がん
看護に関連する施設設備と治療状況、院内におけるがん
看護に関する研修会の実施状況、がん看護に対する看護
管理者の満足感と困難感である。

3．6 データ分析方法
　記述内容について、単純集計および内容分析を行った。

3．7 倫理的配慮
　厚生労働省の人を対象とする医学系研究に関する倫理
指針を遵守した。千葉科学大学の倫理委員会の承認を得
た（承認番号 No.28-14）。研究への参加は任意であるこ
と、参加しないことによって不利益な対応を受けること
はないこと、アンケート用紙を提出後でも不利益を受け
ることなく同意を撤回できること、個人情報の取り扱い
には十分配慮すること、回収したアンケート用紙は研究
終了後にシュレッダー処理をして廃棄することを文書と
口頭で提示した。

4．結果
4．1 アンケート回収結果
　アンケート用紙を配布した14施設のうち、11施設から
解答が得られた（回収率78.6％）。

4．2 診療報酬加算状況（表 1）
　がん看護に関連する診療報酬加算項目のがん性疼痛
緩和指導管理など12項目について、加算の有無を調査
した。緩和ケア診療などの6項目については、どの施設
でも加算が取れていなかった。最も加算が取れていた
のは、がん性疼痛緩和で5施設（45.5%）であった。

4．3 専門看護師と認定看護師の在籍状況
　専門看護師がいる施設はなかった。がん看護に関する
領域の認定看護師については、3名在籍が2施設（施設
A：がん化学療法1、乳がん看護1、がん性疼痛1／施設
B：がん化学療法1、乳がん看護1、緩和ケア1）、1名在
籍が1施設（がん性疼痛）であった。がん看護に関する
領域の認定看護師の在籍率は、全体で27.3％であった。

4．4 専門看護師・認定看護師の必要性（表 2）
　専門看護師・認定看護師の必要性の有無については、
「とても必要である」とした施設は7施設（63.6%）、

（63.6%）であり、半数以上の施設が十分な支援ができ
ない状況にあった。支援がない理由として、「制度がな
い」、「資金的支援が難しい」、「休暇・人的余裕にも
難しい」などの意見があった。

4．5 がん治療・がん看護に関連する施設設備と治療状
況（表 4）
　がん治療・がん看護に関連する13項目の施設設備・体
制のうち、半数以上の施設設備・体制が整っている項目
は4項目であった。がん検診は行っているものの、がん
治療や検査に必要な設備が整っていない施設があった。
　治療状況としては、手術療法、入院・通院による化学
療法、がん性疼痛緩和は半数以上の施設が行っていた
が、放射線療法はがん診療連携拠点病院のみで、他の3

施設（9.1%）、未記入 1施設であった。「まあまあ満足して
いる」と回答した 2 施設は、認定看護師が在籍し、院内
研修会も行っていた。一方で認定看護師がおらず、院内
研修会も行っていない施設は、「どちらでもない」、「あまり
満足していない」、「全く満足していない」との回答であった。
満足していない理由として、「業務に追われてゆっくり患者・
家族との時間が確保できない」、「医師と患者の治療の方向
性に食い違いが生じることがある」、「知識が不十分である」
などの意見があった。
　がん看護に対する困難感については、「とても困難に感
じる」3 施設（27.3％）、「まあまあ困難に感じる」5 施設
（45.5%）、「どちらでもない」2 施設（18.2%）、未記入 1
施設であった。困難に感じる理由として、「専門看護師・
認定看護師がいないこと」、「専門看護師・認定看護師の
数が少なく看護師長業務などが忙しいこと」、「医師を含め
て専門的な知識を持っている人が少ないこと」、「1 人の患
者に関わる時間が短いこと」などがあった。

5．考察
5．1 診療報酬加算とがん看護
　がん看護に関連する診療報酬加算（以下、加算とい
う）項目12のうち、半数以上の項目の加算が取れてい
る施設はなく、緩和ケア診療など6項目においては、ど
の施設でも加算が取れていなかった。この背景には、2

つの要因が考えられる。
　1つ目は、がん治療・がん看護に関連する施設設備と
治療である。がん治療を行うにあたっての十分な設備が
整っていない施設が多く、設備がないために治療ができ
ずに加算が取れない状況であると言える。化学療法に着
目すると、外来化学療法加算1・2が取れている施設に対
して、化学療法センターがあるのは3施設、外来におけ
る化学療法を行っているのは6施設である。このことか
ら、化学療法センターという設備があるからこそ取れる
加算と、施設がないために治療・看護として行っていて
も加算が取れない状況にあることが予測できる。がん性
疼痛緩和においても同じように、治療として7つの施設
で行われているものの、加算が取れているのは5つの施
設であった。がん看護に関する加算による看護の質の評
価の実際は、その施設の設備や治療状況により大きく影
響されていると考えられた。設備がなく、また加算がと
れなくても看護は提供されている。よって、診療報酬加
算が取れているから看護の質は高いと一概に評価はでき
ないと考える。
　加算が取れない2つ目の要因は、専門看護師がどの施
設にもおらず、認定看護師も少ないことである。専門看
護師や認定看護師により行われることが加算につなが
る項目が多く、専門看護師や認定看護師がいないために
加算が取れない状況であることが明らかになった。しか

「まあまあ必要である」とした施設は3施設（27.3%）
であり、9割以上の施設が必要性を感じていた。その理
由として、「専門分野での知識や技術を習得した人材が
患者ケアや看護師の教育を担うことで質の高い看護の提
供ができる」、「超高齢化で疾患の複雑さや社会的問題
を抱えている入院患者が多くなってきている」、「がん
患者に優先的・専門的に関わってもらえる」などの意見
があった。

4．5 専門看護師・認定看護師養成支援状況（表 3）
　専門看護師・認定看護師養成のための病院支援状況
については、「とても支援がある」とした施設は4施設
（36.4%）であったが、「どちらでもない」「あまり支
援がない」「まったく支援がない」とした施設は7施設

項目はどの施設でも治療を行っていなかった。
　施設設備・体制が整っていない理由としては、「専門医が
いない」であった。治療をしていない理由としては、「設備が
ない」、「専門医がない」であった。

4．6 院内におけるがん看護に関する研修会の実施状況
　院内でがん看護に関する研修会を行っているのは4施
設（36.4％）であり、そのうち認定看護師がいるのは3
施設であった。研修会を行っていない施設のうち、1施
設は院外の研修会への参加の義務付けと費用支給を行っ

ていた。他、「参加促進と支給あり」が1施設、「参加
促進はするが支給はない」が3施設、「特に何もしてい
ない」が2施設であった。

4．7 がん看護に対する看護管理者の満足感と困難感
（表 5）
　がん看護に対する満足感については、「とても満足して
いる」施設はなかった。「まあまあ満足している」2 施設
（18.2％）、「どちらでもない」2 施設（18.2％）、「あまり満
足していない」5 施設（45.5％）、「全く満足していない」1

表5　がん看護に対する看護管理者の満足感と困難感

し、ほとんどの施設でがん患者が治療を受けており、看
護師はがん患者に対する看護を求められる状況にある。
特に、専門看護師や認定看護師がいない施設におけるが
ん看護の質を高めるための取り組みを考えていくことは
急務であると考える。

5．2 がん看護に対する施設の思いと現状
　A・B地域の各施設の看護管理者の多くは専門看護
師・認定看護師の必要性を感じていた。日本看護協会
は、専門看護師の目的は、「複雑で解決困難な看護問題
を持つ個人、家族および集団に対して、水準の高い看護
ケアを効率よく提供するための、特定の看護分野の知識
及び技術を深め、保健医療福祉の発展に貢献し併せて看
護学の向上を図る。」としている4）。認定看護師の役割
においては、「特定の看護分野において、熟練した看護
技術と知識を用いて、水準の高い看護実践ができ、看護
現場における看護ケアの広がりと質の向上を図る。」と
している5）。看護管理者が専門看護師や認定看護師を必
要であると考えている理由は、この役割にあると言え
る。がん専門病院やがん患者が多い病院でない限り、看
護師は様々な疾患の看護を行っているであろう。経験が
長くても、専門的な研修を受けた看護師と受けていない
看護師では知識や技術、考え方などに大きな差があると
考えられる。認定看護師などの資格をもつ看護師が１人
いることで、他の看護師へのがん看護の知識の提供やア
ドバイスを行うことができ、それはがん看護の質向上に
つながり得る。がん看護における困難感を感じている施
設は、理由の１つに知識がないことを挙げていることか
らも、知識が得られるような環境要因として専門看護師
や認定看護師が必要である。しかし、専門看護師・認定
看護師の養成のための支援として十分な支援が行えない
施設が多いのが現状である。専門看護師・認定看護師に
なる希望者がいない施設もあったが、たとえ希望者がい
ても行きたくても行けない状況にあるのがほとんどの施
設の現状であった。専門性のある看護師が必要だという
思いだけでは解決できない資金的な問題、人的問題など
の現状が明らかになったことで、専門看護師や認定看護
師がいない中におけるがん看護の知識を高めるための取
り組みを考えていくことが重要であると考えられる。
　また、院内にてがん看護に関する研修会を行っている
施設は、認定看護師がいる3施設と、認定看護師がいな
い1施設のみであった。このことから、認定看護師がい
ることでがん看護の知識を広める機会が作られていると
予測できる。つまり、認定看護師などがいない施設の場
合、院外の研修会に自ら進んで参加しなければ知識を得
られる場はなく、一人ひとりの看護師のがん看護に対す
る意識に任されている状況であると言える。現在、多く
の病院で院内独自の教育やクリ二カルラダーを用いた看

護師教育が行われている。しかし、インターネット検索
で確認できる大規模病院のクリニカルラダーを確認して
みても、がん看護に関する項目を行う病院は少ない印象
がある。よって、院内教育にがん看護を取り入れること
や、研修会の情報を容易に得られる環境や、身近ですぐ
に参加できるような研修会の開催などを通して、満足感
を感じている施設が挙げている理由にあるように、看護
師のモチベーションを上げていくことが重要であると考
える。

5．3 がん看護に対する満足感と困難感
　直成ら6）は、がん看護に関わる看護師の困難感に関す
る研究において、困難感の関連要因が高いものに【患
者・家族とのコミュニケーション】【自らの知識・技
術】があったと述べている。宮下ら7）は、看護師のがん
看護における困難感尺度を用いた調査にて、困難感の関
連要因として、「コミュニケーションに関すること」の
うち10項目で81～93％、「自らの知識・技術に関する
こと」のうち1項目で76％の人が困難に感じていること
を明らかにしている。水内ら8）や西澤ら9）は、終末期が
ん患者に対する困難感を明らかにしており、【患者・家
族とのコミュニケーション】【看護職の知識・技術】の
項目で困難感が高いことを明らかにしている。どの研究
においても看護師はがん看護に困難感を抱いているよう
に、本研究でも多くの施設が困難感を抱いており、中に
は終末期のがん患者の看護が求められる施設もあった。
小中規模の施設でのがん患者数は大規模な施設と比較す
れば少ないが、そのためがん看護の経験値は低く、より
困難感を抱いていることも考えられる。困難感の原因と
してある【患者・家族とのコミュニケーション】におい
ては、コミュニケーションスキルを向上させていく必要
があると水内ら10）も述べているように、そのための取り
組みが必要となってくる。がん患者のコミュニケーショ
ンの困難感を抱く場面として、困難感尺度11）では、「死
にたいと訴える患者に対する対応に困難を感じる」「患
者・家族から不安や心配を表出された場合の対応に困難
を感じる」といった内容がある。患者一人ひとりに個別
性があるように、看護師の対応もその人に合わせた対
応が求められる。様々な場面や事例による対応の検討会
などのがん看護の知識を得る環境や、困ったときに専門
家へ相談できる体制作りが重要であると考える。また、
【看護職の知識・技術】においては、困難感尺度を作成
した小野寺ら12）は、「知識や技術が不足して困難を感じ
ている場面を想定し、焦点をあてて教育・支援を行うこ
とで、困難感が減少し、結果的にがん患者に対して十分
な看護を提供することも可能となるかもしれない。」と
述べている。困難感を減らすためには知識や技術を補え
る支援が必要であり、専門看護師や認定看護師がいない

施設においては、別の方法での支援をする必要がある。
さらに、西脇ら13）は、経験年数別にみた学習ニーズとし
て、経験1～2年目の看護師は、がん性疼痛や呼吸器症状
のメカニズムなど医学的知識や身体的側面の援助に関す
る学習ニーズが高く、経験年数の長い看護師は、倫理的
ジレンマへの対処や医療チーム内のコミュニケーション
などの学習ニーズが高かったという結果を示した。この
ように困難感の中にも学習ニーズがあることを念頭にお
いて支援していく必要があると考える。
　本研究では、満足感を抱いている施設は少なく、困難
感を抱いている施設が多かった。困難感を軽減させるこ
とで満足感を高めることができると推測される。そのた
めには、がん患者に対するコミュニケーションスキルや
知識・技術の獲得を最優先に考える必要がある。専門看
護師や認定看護師がいてもいなくても、知識が得られる
環境や、困ったときに専門家へ相談できる体制作りが必
要であり、特に専門看護者や認定看護師がいない、また
は少ない場合は、病院間の連携、さらには教育研究機関
との連携を整えることで、がん看護の研修会や勉強会な
どを開催できる機会も生まれる。このように、がん医療
の均てん化が進まない地域においても、地域内で協働す
ることによりがん看護の質の向上につながると考える。

6．本研究の限界と今後の課題
　本研究は、A・B地域の14施設のみで、さらには満足感・
困難感は施設を代表した看護管理者に回答を依頼してい
るため、看護師一人ひとりの意見を全て集約していると
はいえない。
　今後の課題は、A・B 地域のがん看護の質向上に向け
て、困難感を抱いている施設に対して教育機関として具
体的にできることを提案し、地域連携として活動できる
ようにしていくことである。

7．結論
　がん患者の増加とがん治療が複雑化している現代にお
いて、がん診療の均てん化が進まない地域では、がん看
護に関する診療報酬加算が取れていない。診療報酬加算
は、がん看護の質を評価するための 1つの目安になる。
実際に加算が取れていない施設では、がん看護に関する
専門看護師や認定看護師のスペシャリストがおらず、養
成のための支援も難しい状況にある。そして、がん看護
に対する困難感を抱いている。スペシャリストの存在
ニーズは大きく、養成が難しい状況で看護師の困難感を
減らすための支援をしていくことの重要性が示唆され
た。
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1．はじめに
　わが国では、昭和56年より日本人の死亡原因第1位が
がんであることに対し、平成18年がん対策基本法が成立

し、がん対策推進基本計画によりがん医療の向上に力を
入れている。千葉県では、地域がん診療連携拠点病院、
がん診療連携拠点病院、高度先進医療機関の14施設が質
の高いがん医療を目指して県内各地域のがん医療を支え
ている。しかし、千葉県のA地域・千葉県に隣接する茨
城県のB地域周辺のがん診療連携拠点病院は1施設であ
り、一般病院と連携した医療の提供が重要となり、患者
にとっては病院が変わっても看護の質は維持されなけれ
ばならない。良質な看護サービスを提供できるシステム

は、看護職自身に内的・外的報酬が還元されるシステム
であると言われている１）。そのため、平成18年の診療
報酬改正で看護必要度が導入され、平成26年の改正では
がん看護においては専門看護師・認定看護師の配置によ
りがん患者指導管理料として加算されることとなった。
このように看護の必要性が認識され、診療報酬という形
で看護の質の評価にもつながっていると予測される。し
かし、がん看護においては、例えば化学療法センターな
どの設備の有無や、施設の専門看護師・認定看護師在籍
の有無などによって診療報酬加算は大きく異なるが、加
算が少ないことで看護の質が低いとは言い切れない。そ
こで、がん看護における診療報酬とがん看護の実態を明
らかにし、看護の質の評価を合わせて行っていく必要が
ある。
　また、千葉県内二次保健医療圏内別がん罹患率におい
て、ほとんどのがん種でA地域が最も高く、死亡状況に
おいては全国・千葉県に比べるとA地域ははるかに高い
結果となっている2）（2008.千葉県）。茨城県では、B地
域が全国・茨城県に比べると死亡状況が高い3）（2009.
茨城県）。地方都市においては高齢化も進み、がんによ
る死亡率の高さは深刻な問題である。がん患者ががんと
ともに生きていくためには、地域住民が頼れる病院、質
の高い看護が受けられる病院が近くにある必要性があ
る。そのために、まずは一般病院のがん看護に関する
実態を把握する必要がある。そして、看護として取り組
むべき課題を明確にすることで、地方都市のがん看護の
質を向上させるための看護の示唆が得られるものと考え
る。

2．研究目的
　がん診療連携拠点病院が 1 施設で、がん診療の均て
ん化が進まないＡ・B 地域のがん看護に関連する診療報
酬加算と看護の実態を明らかにする。

3．研究方法
3．1 研究デザイン
　実態調査による記述的研究である。

3．2 対象者
　地域周辺の 100 床以上の一般病院 15 施設の看護管理
者（看護部長または副看護部長または看護師長）であった。

3．3 データ収集期間
　平成 29年 1月～ 2月であった。

3．4 データ収集方法
　各施設の看護部長に研究の依頼をし、研究対象となる
看護管理者に文書と口頭で研究の説明を行った。質問紙

を渡し、約 1ヶ月以内を目処に返送してもらった。返
送をもって研究への同意とみなした。

3．5 調査内容
　調査内容は、がん看護に関する 12 の診療報酬加算項
目の有無、専門看護師・認定看護師の在籍状況と必要性、
専門看護師・認定看護師養成支援状況、がん治療・がん
看護に関連する施設設備と治療状況、院内におけるがん
看護に関する研修会の実施状況、がん看護に対する看護
管理者の満足感と困難感である。

3．6 データ分析方法
　記述内容について、単純集計および内容分析を行った。

3．7 倫理的配慮
　厚生労働省の人を対象とする医学系研究に関する倫理
指針を遵守した。千葉科学大学の倫理委員会の承認を得
た（承認番号 No.28-14）。研究への参加は任意であるこ
と、参加しないことによって不利益な対応を受けること
はないこと、アンケート用紙を提出後でも不利益を受け
ることなく同意を撤回できること、個人情報の取り扱い
には十分配慮すること、回収したアンケート用紙は研究
終了後にシュレッダー処理をして廃棄することを文書と
口頭で提示した。

4．結果
4．1 アンケート回収結果
　アンケート用紙を配布した14施設のうち、11施設から
解答が得られた（回収率78.6％）。

4．2 診療報酬加算状況（表 1）
　がん看護に関連する診療報酬加算項目のがん性疼痛
緩和指導管理など12項目について、加算の有無を調査
した。緩和ケア診療などの6項目については、どの施設
でも加算が取れていなかった。最も加算が取れていた
のは、がん性疼痛緩和で5施設（45.5%）であった。

4．3 専門看護師と認定看護師の在籍状況
　専門看護師がいる施設はなかった。がん看護に関する
領域の認定看護師については、3名在籍が2施設（施設
A：がん化学療法1、乳がん看護1、がん性疼痛1／施設
B：がん化学療法1、乳がん看護1、緩和ケア1）、1名在
籍が1施設（がん性疼痛）であった。がん看護に関する
領域の認定看護師の在籍率は、全体で27.3％であった。

4．4 専門看護師・認定看護師の必要性（表 2）
　専門看護師・認定看護師の必要性の有無については、
「とても必要である」とした施設は7施設（63.6%）、

（63.6%）であり、半数以上の施設が十分な支援ができ
ない状況にあった。支援がない理由として、「制度がな
い」、「資金的支援が難しい」、「休暇・人的余裕にも
難しい」などの意見があった。

4．5 がん治療・がん看護に関連する施設設備と治療状
況（表 4）
　がん治療・がん看護に関連する13項目の施設設備・体
制のうち、半数以上の施設設備・体制が整っている項目
は4項目であった。がん検診は行っているものの、がん
治療や検査に必要な設備が整っていない施設があった。
　治療状況としては、手術療法、入院・通院による化学
療法、がん性疼痛緩和は半数以上の施設が行っていた
が、放射線療法はがん診療連携拠点病院のみで、他の3

施設（9.1%）、未記入 1施設であった。「まあまあ満足して
いる」と回答した 2 施設は、認定看護師が在籍し、院内
研修会も行っていた。一方で認定看護師がおらず、院内
研修会も行っていない施設は、「どちらでもない」、「あまり
満足していない」、「全く満足していない」との回答であった。
満足していない理由として、「業務に追われてゆっくり患者・
家族との時間が確保できない」、「医師と患者の治療の方向
性に食い違いが生じることがある」、「知識が不十分である」
などの意見があった。
　がん看護に対する困難感については、「とても困難に感
じる」3 施設（27.3％）、「まあまあ困難に感じる」5 施設
（45.5%）、「どちらでもない」2 施設（18.2%）、未記入 1
施設であった。困難に感じる理由として、「専門看護師・
認定看護師がいないこと」、「専門看護師・認定看護師の
数が少なく看護師長業務などが忙しいこと」、「医師を含め
て専門的な知識を持っている人が少ないこと」、「1 人の患
者に関わる時間が短いこと」などがあった。

5．考察
5．1 診療報酬加算とがん看護
　がん看護に関連する診療報酬加算（以下、加算とい
う）項目12のうち、半数以上の項目の加算が取れてい
る施設はなく、緩和ケア診療など6項目においては、ど
の施設でも加算が取れていなかった。この背景には、2

つの要因が考えられる。
　1つ目は、がん治療・がん看護に関連する施設設備と
治療である。がん治療を行うにあたっての十分な設備が
整っていない施設が多く、設備がないために治療ができ
ずに加算が取れない状況であると言える。化学療法に着
目すると、外来化学療法加算1・2が取れている施設に対
して、化学療法センターがあるのは3施設、外来におけ
る化学療法を行っているのは6施設である。このことか
ら、化学療法センターという設備があるからこそ取れる
加算と、施設がないために治療・看護として行っていて
も加算が取れない状況にあることが予測できる。がん性
疼痛緩和においても同じように、治療として7つの施設
で行われているものの、加算が取れているのは5つの施
設であった。がん看護に関する加算による看護の質の評
価の実際は、その施設の設備や治療状況により大きく影
響されていると考えられた。設備がなく、また加算がと
れなくても看護は提供されている。よって、診療報酬加
算が取れているから看護の質は高いと一概に評価はでき
ないと考える。
　加算が取れない2つ目の要因は、専門看護師がどの施
設にもおらず、認定看護師も少ないことである。専門看
護師や認定看護師により行われることが加算につなが
る項目が多く、専門看護師や認定看護師がいないために
加算が取れない状況であることが明らかになった。しか

「まあまあ必要である」とした施設は3施設（27.3%）
であり、9割以上の施設が必要性を感じていた。その理
由として、「専門分野での知識や技術を習得した人材が
患者ケアや看護師の教育を担うことで質の高い看護の提
供ができる」、「超高齢化で疾患の複雑さや社会的問題
を抱えている入院患者が多くなってきている」、「がん
患者に優先的・専門的に関わってもらえる」などの意見
があった。

4．5 専門看護師・認定看護師養成支援状況（表 3）
　専門看護師・認定看護師養成のための病院支援状況
については、「とても支援がある」とした施設は4施設
（36.4%）であったが、「どちらでもない」「あまり支
援がない」「まったく支援がない」とした施設は7施設

項目はどの施設でも治療を行っていなかった。
　施設設備・体制が整っていない理由としては、「専門医が
いない」であった。治療をしていない理由としては、「設備が
ない」、「専門医がない」であった。

4．6 院内におけるがん看護に関する研修会の実施状況
　院内でがん看護に関する研修会を行っているのは4施
設（36.4％）であり、そのうち認定看護師がいるのは3
施設であった。研修会を行っていない施設のうち、1施
設は院外の研修会への参加の義務付けと費用支給を行っ

ていた。他、「参加促進と支給あり」が1施設、「参加
促進はするが支給はない」が3施設、「特に何もしてい
ない」が2施設であった。

4．7 がん看護に対する看護管理者の満足感と困難感
（表 5）
　がん看護に対する満足感については、「とても満足して
いる」施設はなかった。「まあまあ満足している」2 施設
（18.2％）、「どちらでもない」2 施設（18.2％）、「あまり満
足していない」5 施設（45.5％）、「全く満足していない」1

し、ほとんどの施設でがん患者が治療を受けており、看
護師はがん患者に対する看護を求められる状況にある。
特に、専門看護師や認定看護師がいない施設におけるが
ん看護の質を高めるための取り組みを考えていくことは
急務であると考える。

5．2 がん看護に対する施設の思いと現状
　A・B地域の各施設の看護管理者の多くは専門看護
師・認定看護師の必要性を感じていた。日本看護協会
は、専門看護師の目的は、「複雑で解決困難な看護問題
を持つ個人、家族および集団に対して、水準の高い看護
ケアを効率よく提供するための、特定の看護分野の知識
及び技術を深め、保健医療福祉の発展に貢献し併せて看
護学の向上を図る。」としている4）。認定看護師の役割
においては、「特定の看護分野において、熟練した看護
技術と知識を用いて、水準の高い看護実践ができ、看護
現場における看護ケアの広がりと質の向上を図る。」と
している5）。看護管理者が専門看護師や認定看護師を必
要であると考えている理由は、この役割にあると言え
る。がん専門病院やがん患者が多い病院でない限り、看
護師は様々な疾患の看護を行っているであろう。経験が
長くても、専門的な研修を受けた看護師と受けていない
看護師では知識や技術、考え方などに大きな差があると
考えられる。認定看護師などの資格をもつ看護師が１人
いることで、他の看護師へのがん看護の知識の提供やア
ドバイスを行うことができ、それはがん看護の質向上に
つながり得る。がん看護における困難感を感じている施
設は、理由の１つに知識がないことを挙げていることか
らも、知識が得られるような環境要因として専門看護師
や認定看護師が必要である。しかし、専門看護師・認定
看護師の養成のための支援として十分な支援が行えない
施設が多いのが現状である。専門看護師・認定看護師に
なる希望者がいない施設もあったが、たとえ希望者がい
ても行きたくても行けない状況にあるのがほとんどの施
設の現状であった。専門性のある看護師が必要だという
思いだけでは解決できない資金的な問題、人的問題など
の現状が明らかになったことで、専門看護師や認定看護
師がいない中におけるがん看護の知識を高めるための取
り組みを考えていくことが重要であると考えられる。
　また、院内にてがん看護に関する研修会を行っている
施設は、認定看護師がいる3施設と、認定看護師がいな
い1施設のみであった。このことから、認定看護師がい
ることでがん看護の知識を広める機会が作られていると
予測できる。つまり、認定看護師などがいない施設の場
合、院外の研修会に自ら進んで参加しなければ知識を得
られる場はなく、一人ひとりの看護師のがん看護に対す
る意識に任されている状況であると言える。現在、多く
の病院で院内独自の教育やクリ二カルラダーを用いた看

護師教育が行われている。しかし、インターネット検索
で確認できる大規模病院のクリニカルラダーを確認して
みても、がん看護に関する項目を行う病院は少ない印象
がある。よって、院内教育にがん看護を取り入れること
や、研修会の情報を容易に得られる環境や、身近ですぐ
に参加できるような研修会の開催などを通して、満足感
を感じている施設が挙げている理由にあるように、看護
師のモチベーションを上げていくことが重要であると考
える。

5．3 がん看護に対する満足感と困難感
　直成ら6）は、がん看護に関わる看護師の困難感に関す
る研究において、困難感の関連要因が高いものに【患
者・家族とのコミュニケーション】【自らの知識・技
術】があったと述べている。宮下ら7）は、看護師のがん
看護における困難感尺度を用いた調査にて、困難感の関
連要因として、「コミュニケーションに関すること」の
うち10項目で81～93％、「自らの知識・技術に関する
こと」のうち1項目で76％の人が困難に感じていること
を明らかにしている。水内ら8）や西澤ら9）は、終末期が
ん患者に対する困難感を明らかにしており、【患者・家
族とのコミュニケーション】【看護職の知識・技術】の
項目で困難感が高いことを明らかにしている。どの研究
においても看護師はがん看護に困難感を抱いているよう
に、本研究でも多くの施設が困難感を抱いており、中に
は終末期のがん患者の看護が求められる施設もあった。
小中規模の施設でのがん患者数は大規模な施設と比較す
れば少ないが、そのためがん看護の経験値は低く、より
困難感を抱いていることも考えられる。困難感の原因と
してある【患者・家族とのコミュニケーション】におい
ては、コミュニケーションスキルを向上させていく必要
があると水内ら10）も述べているように、そのための取り
組みが必要となってくる。がん患者のコミュニケーショ
ンの困難感を抱く場面として、困難感尺度11）では、「死
にたいと訴える患者に対する対応に困難を感じる」「患
者・家族から不安や心配を表出された場合の対応に困難
を感じる」といった内容がある。患者一人ひとりに個別
性があるように、看護師の対応もその人に合わせた対
応が求められる。様々な場面や事例による対応の検討会
などのがん看護の知識を得る環境や、困ったときに専門
家へ相談できる体制作りが重要であると考える。また、
【看護職の知識・技術】においては、困難感尺度を作成
した小野寺ら12）は、「知識や技術が不足して困難を感じ
ている場面を想定し、焦点をあてて教育・支援を行うこ
とで、困難感が減少し、結果的にがん患者に対して十分
な看護を提供することも可能となるかもしれない。」と
述べている。困難感を減らすためには知識や技術を補え
る支援が必要であり、専門看護師や認定看護師がいない

施設においては、別の方法での支援をする必要がある。
さらに、西脇ら13）は、経験年数別にみた学習ニーズとし
て、経験1～2年目の看護師は、がん性疼痛や呼吸器症状
のメカニズムなど医学的知識や身体的側面の援助に関す
る学習ニーズが高く、経験年数の長い看護師は、倫理的
ジレンマへの対処や医療チーム内のコミュニケーション
などの学習ニーズが高かったという結果を示した。この
ように困難感の中にも学習ニーズがあることを念頭にお
いて支援していく必要があると考える。
　本研究では、満足感を抱いている施設は少なく、困難
感を抱いている施設が多かった。困難感を軽減させるこ
とで満足感を高めることができると推測される。そのた
めには、がん患者に対するコミュニケーションスキルや
知識・技術の獲得を最優先に考える必要がある。専門看
護師や認定看護師がいてもいなくても、知識が得られる
環境や、困ったときに専門家へ相談できる体制作りが必
要であり、特に専門看護者や認定看護師がいない、また
は少ない場合は、病院間の連携、さらには教育研究機関
との連携を整えることで、がん看護の研修会や勉強会な
どを開催できる機会も生まれる。このように、がん医療
の均てん化が進まない地域においても、地域内で協働す
ることによりがん看護の質の向上につながると考える。

6．本研究の限界と今後の課題
　本研究は、A・B地域の14施設のみで、さらには満足感・
困難感は施設を代表した看護管理者に回答を依頼してい
るため、看護師一人ひとりの意見を全て集約していると
はいえない。
　今後の課題は、A・B 地域のがん看護の質向上に向け
て、困難感を抱いている施設に対して教育機関として具
体的にできることを提案し、地域連携として活動できる
ようにしていくことである。

7．結論
　がん患者の増加とがん治療が複雑化している現代にお
いて、がん診療の均てん化が進まない地域では、がん看
護に関する診療報酬加算が取れていない。診療報酬加算
は、がん看護の質を評価するための 1つの目安になる。
実際に加算が取れていない施設では、がん看護に関する
専門看護師や認定看護師のスペシャリストがおらず、養
成のための支援も難しい状況にある。そして、がん看護
に対する困難感を抱いている。スペシャリストの存在
ニーズは大きく、養成が難しい状況で看護師の困難感を
減らすための支援をしていくことの重要性が示唆され
た。
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1．はじめに
　わが国では、昭和56年より日本人の死亡原因第1位が
がんであることに対し、平成18年がん対策基本法が成立

し、がん対策推進基本計画によりがん医療の向上に力を
入れている。千葉県では、地域がん診療連携拠点病院、
がん診療連携拠点病院、高度先進医療機関の14施設が質
の高いがん医療を目指して県内各地域のがん医療を支え
ている。しかし、千葉県のA地域・千葉県に隣接する茨
城県のB地域周辺のがん診療連携拠点病院は1施設であ
り、一般病院と連携した医療の提供が重要となり、患者
にとっては病院が変わっても看護の質は維持されなけれ
ばならない。良質な看護サービスを提供できるシステム

は、看護職自身に内的・外的報酬が還元されるシステム
であると言われている１）。そのため、平成18年の診療
報酬改正で看護必要度が導入され、平成26年の改正では
がん看護においては専門看護師・認定看護師の配置によ
りがん患者指導管理料として加算されることとなった。
このように看護の必要性が認識され、診療報酬という形
で看護の質の評価にもつながっていると予測される。し
かし、がん看護においては、例えば化学療法センターな
どの設備の有無や、施設の専門看護師・認定看護師在籍
の有無などによって診療報酬加算は大きく異なるが、加
算が少ないことで看護の質が低いとは言い切れない。そ
こで、がん看護における診療報酬とがん看護の実態を明
らかにし、看護の質の評価を合わせて行っていく必要が
ある。
　また、千葉県内二次保健医療圏内別がん罹患率におい
て、ほとんどのがん種でA地域が最も高く、死亡状況に
おいては全国・千葉県に比べるとA地域ははるかに高い
結果となっている2）（2008.千葉県）。茨城県では、B地
域が全国・茨城県に比べると死亡状況が高い3）（2009.
茨城県）。地方都市においては高齢化も進み、がんによ
る死亡率の高さは深刻な問題である。がん患者ががんと
ともに生きていくためには、地域住民が頼れる病院、質
の高い看護が受けられる病院が近くにある必要性があ
る。そのために、まずは一般病院のがん看護に関する
実態を把握する必要がある。そして、看護として取り組
むべき課題を明確にすることで、地方都市のがん看護の
質を向上させるための看護の示唆が得られるものと考え
る。

2．研究目的
　がん診療連携拠点病院が 1 施設で、がん診療の均て
ん化が進まないＡ・B 地域のがん看護に関連する診療報
酬加算と看護の実態を明らかにする。

3．研究方法
3．1 研究デザイン
　実態調査による記述的研究である。

3．2 対象者
　地域周辺の 100 床以上の一般病院 15 施設の看護管理
者（看護部長または副看護部長または看護師長）であった。

3．3 データ収集期間
　平成 29年 1月～ 2月であった。

3．4 データ収集方法
　各施設の看護部長に研究の依頼をし、研究対象となる
看護管理者に文書と口頭で研究の説明を行った。質問紙

を渡し、約 1ヶ月以内を目処に返送してもらった。返
送をもって研究への同意とみなした。

3．5 調査内容
　調査内容は、がん看護に関する 12 の診療報酬加算項
目の有無、専門看護師・認定看護師の在籍状況と必要性、
専門看護師・認定看護師養成支援状況、がん治療・がん
看護に関連する施設設備と治療状況、院内におけるがん
看護に関する研修会の実施状況、がん看護に対する看護
管理者の満足感と困難感である。

3．6 データ分析方法
　記述内容について、単純集計および内容分析を行った。

3．7 倫理的配慮
　厚生労働省の人を対象とする医学系研究に関する倫理
指針を遵守した。千葉科学大学の倫理委員会の承認を得
た（承認番号 No.28-14）。研究への参加は任意であるこ
と、参加しないことによって不利益な対応を受けること
はないこと、アンケート用紙を提出後でも不利益を受け
ることなく同意を撤回できること、個人情報の取り扱い
には十分配慮すること、回収したアンケート用紙は研究
終了後にシュレッダー処理をして廃棄することを文書と
口頭で提示した。

4．結果
4．1 アンケート回収結果
　アンケート用紙を配布した14施設のうち、11施設から
解答が得られた（回収率78.6％）。

4．2 診療報酬加算状況（表 1）
　がん看護に関連する診療報酬加算項目のがん性疼痛
緩和指導管理など12項目について、加算の有無を調査
した。緩和ケア診療などの6項目については、どの施設
でも加算が取れていなかった。最も加算が取れていた
のは、がん性疼痛緩和で5施設（45.5%）であった。

4．3 専門看護師と認定看護師の在籍状況
　専門看護師がいる施設はなかった。がん看護に関する
領域の認定看護師については、3名在籍が2施設（施設
A：がん化学療法1、乳がん看護1、がん性疼痛1／施設
B：がん化学療法1、乳がん看護1、緩和ケア1）、1名在
籍が1施設（がん性疼痛）であった。がん看護に関する
領域の認定看護師の在籍率は、全体で27.3％であった。

4．4 専門看護師・認定看護師の必要性（表 2）
　専門看護師・認定看護師の必要性の有無については、
「とても必要である」とした施設は7施設（63.6%）、

（63.6%）であり、半数以上の施設が十分な支援ができ
ない状況にあった。支援がない理由として、「制度がな
い」、「資金的支援が難しい」、「休暇・人的余裕にも
難しい」などの意見があった。

4．5 がん治療・がん看護に関連する施設設備と治療状
況（表 4）
　がん治療・がん看護に関連する13項目の施設設備・体
制のうち、半数以上の施設設備・体制が整っている項目
は4項目であった。がん検診は行っているものの、がん
治療や検査に必要な設備が整っていない施設があった。
　治療状況としては、手術療法、入院・通院による化学
療法、がん性疼痛緩和は半数以上の施設が行っていた
が、放射線療法はがん診療連携拠点病院のみで、他の3

施設（9.1%）、未記入 1施設であった。「まあまあ満足して
いる」と回答した 2 施設は、認定看護師が在籍し、院内
研修会も行っていた。一方で認定看護師がおらず、院内
研修会も行っていない施設は、「どちらでもない」、「あまり
満足していない」、「全く満足していない」との回答であった。
満足していない理由として、「業務に追われてゆっくり患者・
家族との時間が確保できない」、「医師と患者の治療の方向
性に食い違いが生じることがある」、「知識が不十分である」
などの意見があった。
　がん看護に対する困難感については、「とても困難に感
じる」3 施設（27.3％）、「まあまあ困難に感じる」5 施設
（45.5%）、「どちらでもない」2 施設（18.2%）、未記入 1
施設であった。困難に感じる理由として、「専門看護師・
認定看護師がいないこと」、「専門看護師・認定看護師の
数が少なく看護師長業務などが忙しいこと」、「医師を含め
て専門的な知識を持っている人が少ないこと」、「1 人の患
者に関わる時間が短いこと」などがあった。

5．考察
5．1 診療報酬加算とがん看護
　がん看護に関連する診療報酬加算（以下、加算とい
う）項目12のうち、半数以上の項目の加算が取れてい
る施設はなく、緩和ケア診療など6項目においては、ど
の施設でも加算が取れていなかった。この背景には、2

つの要因が考えられる。
　1つ目は、がん治療・がん看護に関連する施設設備と
治療である。がん治療を行うにあたっての十分な設備が
整っていない施設が多く、設備がないために治療ができ
ずに加算が取れない状況であると言える。化学療法に着
目すると、外来化学療法加算1・2が取れている施設に対
して、化学療法センターがあるのは3施設、外来におけ
る化学療法を行っているのは6施設である。このことか
ら、化学療法センターという設備があるからこそ取れる
加算と、施設がないために治療・看護として行っていて
も加算が取れない状況にあることが予測できる。がん性
疼痛緩和においても同じように、治療として7つの施設
で行われているものの、加算が取れているのは5つの施
設であった。がん看護に関する加算による看護の質の評
価の実際は、その施設の設備や治療状況により大きく影
響されていると考えられた。設備がなく、また加算がと
れなくても看護は提供されている。よって、診療報酬加
算が取れているから看護の質は高いと一概に評価はでき
ないと考える。
　加算が取れない2つ目の要因は、専門看護師がどの施
設にもおらず、認定看護師も少ないことである。専門看
護師や認定看護師により行われることが加算につなが
る項目が多く、専門看護師や認定看護師がいないために
加算が取れない状況であることが明らかになった。しか

「まあまあ必要である」とした施設は3施設（27.3%）
であり、9割以上の施設が必要性を感じていた。その理
由として、「専門分野での知識や技術を習得した人材が
患者ケアや看護師の教育を担うことで質の高い看護の提
供ができる」、「超高齢化で疾患の複雑さや社会的問題
を抱えている入院患者が多くなってきている」、「がん
患者に優先的・専門的に関わってもらえる」などの意見
があった。

4．5 専門看護師・認定看護師養成支援状況（表 3）
　専門看護師・認定看護師養成のための病院支援状況
については、「とても支援がある」とした施設は4施設
（36.4%）であったが、「どちらでもない」「あまり支
援がない」「まったく支援がない」とした施設は7施設

項目はどの施設でも治療を行っていなかった。
　施設設備・体制が整っていない理由としては、「専門医が
いない」であった。治療をしていない理由としては、「設備が
ない」、「専門医がない」であった。

4．6 院内におけるがん看護に関する研修会の実施状況
　院内でがん看護に関する研修会を行っているのは4施
設（36.4％）であり、そのうち認定看護師がいるのは3
施設であった。研修会を行っていない施設のうち、1施
設は院外の研修会への参加の義務付けと費用支給を行っ

ていた。他、「参加促進と支給あり」が1施設、「参加
促進はするが支給はない」が3施設、「特に何もしてい
ない」が2施設であった。

4．7 がん看護に対する看護管理者の満足感と困難感
（表 5）
　がん看護に対する満足感については、「とても満足して
いる」施設はなかった。「まあまあ満足している」2 施設
（18.2％）、「どちらでもない」2 施設（18.2％）、「あまり満
足していない」5 施設（45.5％）、「全く満足していない」1

し、ほとんどの施設でがん患者が治療を受けており、看
護師はがん患者に対する看護を求められる状況にある。
特に、専門看護師や認定看護師がいない施設におけるが
ん看護の質を高めるための取り組みを考えていくことは
急務であると考える。

5．2 がん看護に対する施設の思いと現状
　A・B地域の各施設の看護管理者の多くは専門看護
師・認定看護師の必要性を感じていた。日本看護協会
は、専門看護師の目的は、「複雑で解決困難な看護問題
を持つ個人、家族および集団に対して、水準の高い看護
ケアを効率よく提供するための、特定の看護分野の知識
及び技術を深め、保健医療福祉の発展に貢献し併せて看
護学の向上を図る。」としている4）。認定看護師の役割
においては、「特定の看護分野において、熟練した看護
技術と知識を用いて、水準の高い看護実践ができ、看護
現場における看護ケアの広がりと質の向上を図る。」と
している5）。看護管理者が専門看護師や認定看護師を必
要であると考えている理由は、この役割にあると言え
る。がん専門病院やがん患者が多い病院でない限り、看
護師は様々な疾患の看護を行っているであろう。経験が
長くても、専門的な研修を受けた看護師と受けていない
看護師では知識や技術、考え方などに大きな差があると
考えられる。認定看護師などの資格をもつ看護師が１人
いることで、他の看護師へのがん看護の知識の提供やア
ドバイスを行うことができ、それはがん看護の質向上に
つながり得る。がん看護における困難感を感じている施
設は、理由の１つに知識がないことを挙げていることか
らも、知識が得られるような環境要因として専門看護師
や認定看護師が必要である。しかし、専門看護師・認定
看護師の養成のための支援として十分な支援が行えない
施設が多いのが現状である。専門看護師・認定看護師に
なる希望者がいない施設もあったが、たとえ希望者がい
ても行きたくても行けない状況にあるのがほとんどの施
設の現状であった。専門性のある看護師が必要だという
思いだけでは解決できない資金的な問題、人的問題など
の現状が明らかになったことで、専門看護師や認定看護
師がいない中におけるがん看護の知識を高めるための取
り組みを考えていくことが重要であると考えられる。
　また、院内にてがん看護に関する研修会を行っている
施設は、認定看護師がいる3施設と、認定看護師がいな
い1施設のみであった。このことから、認定看護師がい
ることでがん看護の知識を広める機会が作られていると
予測できる。つまり、認定看護師などがいない施設の場
合、院外の研修会に自ら進んで参加しなければ知識を得
られる場はなく、一人ひとりの看護師のがん看護に対す
る意識に任されている状況であると言える。現在、多く
の病院で院内独自の教育やクリ二カルラダーを用いた看

護師教育が行われている。しかし、インターネット検索
で確認できる大規模病院のクリニカルラダーを確認して
みても、がん看護に関する項目を行う病院は少ない印象
がある。よって、院内教育にがん看護を取り入れること
や、研修会の情報を容易に得られる環境や、身近ですぐ
に参加できるような研修会の開催などを通して、満足感
を感じている施設が挙げている理由にあるように、看護
師のモチベーションを上げていくことが重要であると考
える。

5．3 がん看護に対する満足感と困難感
　直成ら6）は、がん看護に関わる看護師の困難感に関す
る研究において、困難感の関連要因が高いものに【患
者・家族とのコミュニケーション】【自らの知識・技
術】があったと述べている。宮下ら7）は、看護師のがん
看護における困難感尺度を用いた調査にて、困難感の関
連要因として、「コミュニケーションに関すること」の
うち10項目で81～93％、「自らの知識・技術に関する
こと」のうち1項目で76％の人が困難に感じていること
を明らかにしている。水内ら8）や西澤ら9）は、終末期が
ん患者に対する困難感を明らかにしており、【患者・家
族とのコミュニケーション】【看護職の知識・技術】の
項目で困難感が高いことを明らかにしている。どの研究
においても看護師はがん看護に困難感を抱いているよう
に、本研究でも多くの施設が困難感を抱いており、中に
は終末期のがん患者の看護が求められる施設もあった。
小中規模の施設でのがん患者数は大規模な施設と比較す
れば少ないが、そのためがん看護の経験値は低く、より
困難感を抱いていることも考えられる。困難感の原因と
してある【患者・家族とのコミュニケーション】におい
ては、コミュニケーションスキルを向上させていく必要
があると水内ら10）も述べているように、そのための取り
組みが必要となってくる。がん患者のコミュニケーショ
ンの困難感を抱く場面として、困難感尺度11）では、「死
にたいと訴える患者に対する対応に困難を感じる」「患
者・家族から不安や心配を表出された場合の対応に困難
を感じる」といった内容がある。患者一人ひとりに個別
性があるように、看護師の対応もその人に合わせた対
応が求められる。様々な場面や事例による対応の検討会
などのがん看護の知識を得る環境や、困ったときに専門
家へ相談できる体制作りが重要であると考える。また、
【看護職の知識・技術】においては、困難感尺度を作成
した小野寺ら12）は、「知識や技術が不足して困難を感じ
ている場面を想定し、焦点をあてて教育・支援を行うこ
とで、困難感が減少し、結果的にがん患者に対して十分
な看護を提供することも可能となるかもしれない。」と
述べている。困難感を減らすためには知識や技術を補え
る支援が必要であり、専門看護師や認定看護師がいない

施設においては、別の方法での支援をする必要がある。
さらに、西脇ら13）は、経験年数別にみた学習ニーズとし
て、経験1～2年目の看護師は、がん性疼痛や呼吸器症状
のメカニズムなど医学的知識や身体的側面の援助に関す
る学習ニーズが高く、経験年数の長い看護師は、倫理的
ジレンマへの対処や医療チーム内のコミュニケーション
などの学習ニーズが高かったという結果を示した。この
ように困難感の中にも学習ニーズがあることを念頭にお
いて支援していく必要があると考える。
　本研究では、満足感を抱いている施設は少なく、困難
感を抱いている施設が多かった。困難感を軽減させるこ
とで満足感を高めることができると推測される。そのた
めには、がん患者に対するコミュニケーションスキルや
知識・技術の獲得を最優先に考える必要がある。専門看
護師や認定看護師がいてもいなくても、知識が得られる
環境や、困ったときに専門家へ相談できる体制作りが必
要であり、特に専門看護者や認定看護師がいない、また
は少ない場合は、病院間の連携、さらには教育研究機関
との連携を整えることで、がん看護の研修会や勉強会な
どを開催できる機会も生まれる。このように、がん医療
の均てん化が進まない地域においても、地域内で協働す
ることによりがん看護の質の向上につながると考える。

6．本研究の限界と今後の課題
　本研究は、A・B地域の14施設のみで、さらには満足感・
困難感は施設を代表した看護管理者に回答を依頼してい
るため、看護師一人ひとりの意見を全て集約していると
はいえない。
　今後の課題は、A・B 地域のがん看護の質向上に向け
て、困難感を抱いている施設に対して教育機関として具
体的にできることを提案し、地域連携として活動できる
ようにしていくことである。

7．結論
　がん患者の増加とがん治療が複雑化している現代にお
いて、がん診療の均てん化が進まない地域では、がん看
護に関する診療報酬加算が取れていない。診療報酬加算
は、がん看護の質を評価するための 1つの目安になる。
実際に加算が取れていない施設では、がん看護に関する
専門看護師や認定看護師のスペシャリストがおらず、養
成のための支援も難しい状況にある。そして、がん看護
に対する困難感を抱いている。スペシャリストの存在
ニーズは大きく、養成が難しい状況で看護師の困難感を
減らすための支援をしていくことの重要性が示唆され
た。
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